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別表

電子入札

0 調達案件番号

1 工事（業務）番号

工事（業務）名

工事（履行）場所

工事（業務）内容

工期（履行期間）

電子入札案件区分

施行担当課

電話番号

下）事業推進部施設保全課

011-818-3443

令和6年04月15日　（08時00分～20時00分）
令和6年04月16日　（08時00分～17時00分）

電子入札

提出方法

令和6年04月17日　09時30分

場所

11
入札及び開札の日
時・場所等

17
施行担当課及び
電話番号

2 工事（業務）概要

防災・安全交付金事業
伏古川水再生プラザ汚泥前処理棟新設ほか工事

札幌市東区伏古8条1丁目2－35

以下の工事を行う。
ア　汚泥前処理棟（RC造地下1階地上2階、延べ面積約480m2）の新設
イ　アに伴う既存建築物の改修
ウ　アに伴う建築電気、建築機械、土木工事
エ　置換水槽の解体

着手の日から令和9年02月05日まで（部分しゅん功及び休工期間の設定あり。詳細は特記仕様書を参照すること。）

（入札日等訂正版）

24（下）第 0043 号

2403004311

落札結果通知予定日 令和6年05月09日

入札期間（年月日）

開札予定日時

札幌市中央区北1条西2丁目　札幌市役所本庁舎14階財政局入札室

電子入札システムによること。

6
入札参加資格の
申請及び審査 申請書等提出期限（日）

落札候補者に対して別途連絡する。連絡を受けた落札候補者は、翌日までに
申請書等を提出するものとする。

審査方式 事後審査方式（入札参加資格の確認は落札を保留して行う。）



別紙 訂正版 

 

入札保証金  徴収する。ただし、利付国債の提供、金融機関等の保証、入札保証保

険（定額補填方式）又は金融機関等若しくは保証事業会社と契約保証

の予約の契約によることができる。 

 

① 入札保証金の納付期間  

令和６年３月27日から、令和６年４月15日まで 

 

       ② 指定金融機関等の領収印のある領収済の納付書・領収書の写しの提

出期間  

令和６年３月27日から、令和６年４月16日まで 

 

③ 利付国債の証券、金融機関等の保証証書、入札保証保険証券又は

契約保証の予約の証書の提出期間  

令和６年３月27日から、令和６年４月16日まで 

 

④ 入札保証保険及び入札保証の保証期間  

証券等の提出の日から、令和６年５月31日までを含んだ日 

 

※ 詳細は、「入札保証金の取扱いに係る入札説明書」を参照 



 

特記仕様書（土木） 

 

1. ＜施工時期及び施工時間＞ 

本工事は、工事開始日を令和 6年 5月 7日と設定し、工期の設定および積算を行っているが、実際の

着手日が前後しても設計変更の対象とならない。 

また、現場管理費率の冬期補正について、休工期間（令和 6 年 12 月 16 日～令和 7 年 5月 11 日）は

全体工期の対象とするが、冬期対象期間として考慮していない。 

施工に際しては、監督員及び関係課等と十分協議し施工すること。 

 

2. ＜現場条件の確認＞ 

施工に際しては、現場条件と設計図書を十分照査し、設計図書と現場条件に差異がないか確認するこ

と。また、その結果は速やかに監督員に報告すること。 

 

3. ＜現場内環境マネジメントシステムの運用について＞ 

札幌市では、公共工事における環境負荷を低減するため、環境目的・環境目標を設定し、環境マネジ

メントシステムを運用しています。 

また、下水道河川局事業推進部では、その一環として、公共工事の現場において環境マネジメントシ

ステムの一部を適用した「現場内ＥＭＳ」の導入を進めています。そこで、その趣旨に賛同し、ご協力

いただける場合は「現場内ＥＭＳ実施報告書」を作成し、工事しゅん功時に監督員に提出してください。 

なお、実施にあたっては、「現場内ＥＭＳ実施要領（平成 15年 6月建設局土木部策定、平成 25年 12

月全面改訂）」を参考としてください。 

 

4. ＜工事書類の提出および提示について＞  

工事書類の提出および提示は、「工事書類簡素化要領」（令和 5 年 6 月 20 日以降に契約する工事に適

用）に基づいて行うこと。なお、要領・資料については以下の工事管理室ホームページからダウンロー

ドすること。（ http://www.city.sapporo.jp/zaisei/kojikansa/kantoku/kantoku_kensa.html ） 

 

5. 1 日未満で完了する作業の積算 

1. 「1 日未満で完了する作業の積算」（以下、「1 日未満積算基準」と言う。）は、変更積算のみに適

用する。 

2. 受注者は、当初発注時の通常の施工パッケージ型積算基準及び土木工事標準単価（区間線工）と

乖離があった場合に、「1日未満積算基準」の適用について協議の発議を行うことができる。 

3. 同一作業員の作業が他工種・細別の作業と組み合わせで 1 日作業となる場合には、「1 日未満積算

基準」は適用しない。 

4. 受注者は、協議に当って、「1日未満積算基準」に該当することを示す書面、その他協議に必要と

なる根拠資料（日報、実際の費用を示す資料等）を監督員に提出すること。実際の費用を示す資

料（契約書、請求書等）により、当初発注時の通常の施工パッケージ型積算基準及び土木工事標

準単価（区画線工）の積算との乖離が確認できない場合には、「1日未満積算基準」は適用しない。 

5. 通年の維持管理業務等、人工精算を前提として積算する場合や通常の積算方法によることが適当

と判断される場合には、「1 日未満積算基準」を適用しない。 
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特記仕様書（土木） 

 

1. ＜施工時期及び施工時間＞ 

本工事は、工事開始日を令和 6 年 5 月 14 日と設定し、工期の設定および積算を行っているが、実際

の着手日が前後しても設計変更の対象とならない。 

また、現場管理費率の冬期補正について、休工期間（令和 6 年 12 月 16 日～令和 7 年 5月 11 日）は

全体工期の対象とするが、冬期対象期間として考慮していない。 

施工に際しては、監督員及び関係課等と十分協議し施工すること。 

 

2. ＜現場条件の確認＞ 

施工に際しては、現場条件と設計図書を十分照査し、設計図書と現場条件に差異がないか確認するこ

と。また、その結果は速やかに監督員に報告すること。 

 

3. ＜現場内環境マネジメントシステムの運用について＞ 

札幌市では、公共工事における環境負荷を低減するため、環境目的・環境目標を設定し、環境マネジ

メントシステムを運用しています。 

また、下水道河川局事業推進部では、その一環として、公共工事の現場において環境マネジメントシ

ステムの一部を適用した「現場内ＥＭＳ」の導入を進めています。そこで、その趣旨に賛同し、ご協力

いただける場合は「現場内ＥＭＳ実施報告書」を作成し、工事しゅん功時に監督員に提出してください。 

なお、実施にあたっては、「現場内ＥＭＳ実施要領（平成 15年 6月建設局土木部策定、平成 25年 12

月全面改訂）」を参考としてください。 

 

4. ＜工事書類の提出および提示について＞  

工事書類の提出および提示は、「工事書類簡素化要領」（令和 5 年 6 月 20 日以降に契約する工事に適

用）に基づいて行うこと。なお、要領・資料については以下の工事管理室ホームページからダウンロー

ドすること。（ http://www.city.sapporo.jp/zaisei/kojikansa/kantoku/kantoku_kensa.html ） 

 

5. 1 日未満で完了する作業の積算 

1. 「1 日未満で完了する作業の積算」（以下、「1 日未満積算基準」と言う。）は、変更積算のみに適

用する。 

2. 受注者は、当初発注時の通常の施工パッケージ型積算基準及び土木工事標準単価（区間線工）と

乖離があった場合に、「1日未満積算基準」の適用について協議の発議を行うことができる。 

3. 同一作業員の作業が他工種・細別の作業と組み合わせで 1 日作業となる場合には、「1 日未満積算

基準」は適用しない。 

4. 受注者は、協議に当って、「1日未満積算基準」に該当することを示す書面、その他協議に必要と

なる根拠資料（日報、実際の費用を示す資料等）を監督員に提出すること。実際の費用を示す資

料（契約書、請求書等）により、当初発注時の通常の施工パッケージ型積算基準及び土木工事標

準単価（区画線工）の積算との乖離が確認できない場合には、「1日未満積算基準」は適用しない。 

5. 通年の維持管理業務等、人工精算を前提として積算する場合や通常の積算方法によることが適当

と判断される場合には、「1 日未満積算基準」を適用しない。 
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防災・安全交付金事業

一金 工事請負費  

下記工事を行う

ア　汚泥前処理棟（RC造地下1階地上2階、延べ面積約480m2）の新設

イ　上記に伴う既存建築物の改修

ウ　上記に伴う建築電気、建築機械、土木工事

エ　置換水槽の解体

本工事はリサイクル法対象工事である。（建設発生土の運搬有）

契約書に示す着手の日から

29

（ ）

参考URL：https://www.city.sapporo.jp/zaisei/kojikansa/tanka/tanka.html

営繕工事に適用する市場単価（令和５年度単価）の運用について（試行）を適用する。

３．工　期

札幌市東区伏古８条１丁目２番３５号

※「令和５年３月から適用する公共工事設計労務単価について」における措置を踏まえた 

円 

令和9年1月29日まで

（共通費の算定に用いる工期

伏古川水再生プラザ汚泥前処理棟新設ほか工事

２．工事概要   

１．施工場所

円 

円 

工事名

内訳

消費税等相当額 

工事価格

休工期間 令和6年12月16日から 令和7年5月11日まで

ヵ月）

工　事　説　明　書

                 札幌市                 
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防災・安全交付金事業

一金 工事請負費  

下記工事を行う

ア　汚泥前処理棟（RC造地下1階地上2階、延べ面積約480m2）の新設

イ　上記に伴う既存建築物の改修

ウ　上記に伴う建築電気、建築機械、土木工事

エ　置換水槽の解体

本工事はリサイクル法対象工事である。（建設発生土の運搬有）

契約書に示す着手の日から

29.0

（ ）

消費税等相当額 円 

工　事　説　明　書

１．施工場所

営繕工事に適用する市場単価（令和５年度単価）の運用について（試行）を適用する。

※「令和５年３月から適用する公共工事設計労務単価について」における措置を踏まえた 

参考URL：https://www.city.sapporo.jp/zaisei/kojikansa/tanka/tanka.html

札幌市東区伏古８条１丁目２番３５号

２．工事概要   

３．工　期

令和9年2月5日まで

（共通費の算定に用いる工期 ヵ月）

休工期間 令和6年12月16日から 令和7年5月11日まで

工事名 伏古川水再生プラザ汚泥前処理棟新設ほか工事

円 

内訳 工事価格 円 

                 札幌市                 
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 １． 　

　 　 1. 　

　 　

　

　 　  

 ２．

 ３．

令和 9 年 1 月 29 日まで

  ４． 仕様書

発注図、特記仕様書、札幌市下水処理施設機械設備工事共通仕様書（最新年度版）、

札幌市下水処理施設電気設備工事共通仕様書（最新年度版）及び

札幌市下水処理施設機械設備工事機器設計標準仕様書（最新年度版）による。

５． 公示用設計図書の取り扱い

　本設計書は、発注者の施工計画に基づいて作成した設計書の一部を見積り算定の参考と

して提示するもので、契約上これを拘束するものではありません。

※「令和５年３月から適用する公共工事設計労務単価について」における特別措置を踏まえ

   た営繕工事に適用する市場単価（令和５年度単価）の運用について（試行）を適用する。 

   参考 URL：https://www.city.sapporo.jp/zaisei/kojikansa/tanka/tanka.html

令和6年(2024年)3月単価適用

令和5年度下水道用設計標準歩掛適用

以上

工　　事　　説　　明　　書

工事概要

配管設備

　

工期

契約書に示す着手の日より

施工場所

札幌市東区伏古８条１丁目２番３５号

札　　幌　　市 （設計書用紙　様式７）
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 １． 　

　 　 1. 　

　 　

　

　 　  

 ２．

 ３．

令和 9 年 2 月 5 日まで

  ４． 仕様書

発注図、特記仕様書、札幌市下水処理施設機械設備工事共通仕様書（最新年度版）、

札幌市下水処理施設電気設備工事共通仕様書（最新年度版）及び

札幌市下水処理施設機械設備工事機器設計標準仕様書（最新年度版）による。

５． 公示用設計図書の取り扱い

　本設計書は、発注者の施工計画に基づいて作成した設計書の一部を見積り算定の参考と

して提示するもので、契約上これを拘束するものではありません。

※「令和５年３月から適用する公共工事設計労務単価について」における特別措置を踏まえ

   た営繕工事に適用する市場単価（令和５年度単価）の運用について（試行）を適用する。 

   参考 URL：https://www.city.sapporo.jp/zaisei/kojikansa/tanka/tanka.html

令和5年(2023年)9月単価適用

令和4年度下水道用設計標準歩掛適用

以上

工　　事　　説　　明　　書

工事概要

配管設備

　

工期

契約書に示す着手の日より

施工場所

札幌市東区伏古８条１丁目２番３５号

札　　幌　　市 （設計書用紙　様式７）
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新築用 R05.03.01改定

令和６年度 下水道河川局事業推進部 工事名 防災・安全交付金事業 伏古川水再生プラザ汚泥前処理棟新設ほか工事 図面名 建築工事特記仕様書 1 株式会社ＮＪＳ 札幌事務所 一級建築士 第 268910号 石塚博身 図番 D ／ 1

Ⅰ．工事概要

1 工事名称  防災・安全交付金事業 伏古川水再生プラザ汚泥前処理棟新設ほか工事                                             

2 工事場所  札幌市東区伏古 8条 1丁目 2番 35号（伏古川水再生プラザ内）                                             

3 工事内容 

（1）汚泥前処理棟新築工事 

（2）プラザ内防火対象物区分に伴う改修工事 

（3）上記（1）（2）に伴う建築電気、建築機械、土木工事 

（4）置換水槽の解体 

工事種目 新築及び改修 用途地域等 準工業地域 

構造／階数 
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造/ 

地上 2階地下 1階 
敷地面積 30,681.68 ㎡ 

 計画部分 既設部分 合  計 備 考 

建築面積 156.48 ㎡ 18,202.54 ㎡ 18,359.02 ㎡ 棟別内訳 

建ぺい率           59.84 ％≦  60 ％ 

各
階
床
面
積

157.85 ㎡ 

154.62 ㎡ 

143.19 ㎡ 

19.40 ㎡ 

33,648.81 ㎡ 157.85 ㎡ 

154.62 ㎡ 

143.19 ㎡ 

19.40 ㎡ 

延べ床面積 475.06 ㎡ 33,648.81 ㎡ 34,123.87 ㎡ 

容積率           112.22 ％≦ 200 ％ 

4 工期 契約に示す着手日から令和 ９年 1月 29 日まで 

              （休工期間：令和 ６年 12 月 16 日から令和 ７年 ５月 11 日まで） 

5 部分引渡し 部分引渡しの時期  ：令和 ６年 11月 29 日まで 

 部分引渡しの範囲  ：置換水引抜管の配管布設、埋め戻し（土木） 

6 別途工事 

本工事に関係のある工事は下記のとおりである。 

・機械設備工事 

（ 仮称 防交）伏古川水再生プラザ汚泥前処理ほか機械設備工事 ） 

令和  ７年  １月  着手予定 

・機械設備工事 

（ 仮称 防交)豊平川水再生プラザほか機械設備工事 ） 

令和 ６年 ６月  着手予定 

・電気設備工事  

（ 豊平川水再生プラザほか電気設備工事 ） 

着手済 

Ⅱ．建築工事仕様 
1 図面及び特記仕様書に記載されていない事項は、すべて国土交通省大臣官房官庁営繕

部監修「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（令和 4 年版「令和 4 年 5 月改定」）」に

よる。 

2 特記仕様 

（1）項目は、番号に 印のついたものを適用する。 

（2）特記事項は・印のついたものを適用する。 

・印のつかない場合は、※印のついたものを適用する。 

・印と※のついた場合は共に適用する。 

3 特記事項に記載の（  ）内表示番号は、公共建築工事標準仕様書、（改修  ）内表示番

号は、公共建築改修工事標準仕様書の当該項目、当該図又は当該表を示す。 

１章  共通事項 
０１ 適用基準類 ・建築工事標準詳細図   

【国土交通省大臣官房官庁営繕部監修（令和4年版）】 

・工事写真撮影ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ（建築工事編及び解体工事編） 

【国土交通省大臣官房官庁営繕部監修（平成30年版）】 

・公共建築改修工事標準仕様書(建築工事編) 

      【国土交通省大臣官房官庁営繕部監修(令和4年版[令和4年5月改定])】 

・寒中ｺﾝｸﾘｰﾄ施工指針・同解説 【日本建築学会】 

※（参考資料） 建築工事監理指針上巻・下巻 

【国土交通省大臣官房官庁営繕部監修（令和 4年版）】 

※(参考資料) 建築改修工事監理指針上巻・下巻 

                【国土交通省大臣官房官庁営繕部監修(令和4年版)】 

・札幌市土木工事共通仕様書（最新版） 

・下水道管渠工事仕様書(最新版) 

・コンクリート標準示方書 

０２ ISO9001の適

用について 

（1） ISO認証取得 

受注者は、ISO 認証取得を活用した監督業務等の取扱いの適用を希望するとき

は、下記（ｱ）から（ｴ）までの書類の写しを提出し、監督職員と協議のうえ活用工事

とすることができる。ただし、低入札価格調査等の対象となった場合を除く。 

（ｱ） ISO9001認証の取得に係る登録証の写し 

（ｲ） ISO9001の審査に係る書類（合否判定結果及び審査報告書） 

（ｳ） 工事を担当する内部組織が、ISO9001認証を取得していることを示す書類 

（ｴ） ISO9001認証の範囲が工事の内容に一致していることを示す書類 

ただし、（ｱ）で内容が確認できる場合は（ｳ）、（ｴ）は不要。 

（2） 活用工事の取消しの申出 

ISO9001認証が取り消され、又はその維持が困難と見込まれるときは、速や

かに監督職員に申し出なければならない。 

（3） 活用工事の取扱いの中止 

上記活用工事の取消しの申し出、又は受注者の検査記録の確認及び品質ﾏﾈ

ｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの運用状況の把握を行った結果、不適合が多いと認められたとき

は、この取扱いを中止し、通常の監督業務を実施する。 

（4） 品質ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの取扱い 

（ｱ） 受注者は、品質ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑに基づき作成する品質計画書に記載すべき

事項は、品質方針及び品質目標の他に下記に示す項目を、施工計画書に記

載し、工事着手前までに工事監督職員に提出し、承諾を得なければならない。 

（a） 検査計画及び確認・立会計画 

（ｂ） 各監視・測定（検定）の担当者及び承認者、資格 

（ｃ） 当該工事現場に対する内部監査計画 

（ｄ） 監視機器及び測定機器監理計画 

（e） ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨ管理計画 

（f） 不適合管理計画 

（ｲ） 特定共同企業体の場合は、その代表者の品質ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑを共同企業体

の品質ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑとして適用する。 

（5） 工事管理 

工事管理に当たっては「公共建築における ISO9001：2000適用 建築工事施

工管理要領（公共建築協会）」を参考とする。 

０３  石綿含有建

材の事前調査等 

（改修 1.5.1） 

(1) 調査範囲  ※全建材（解体等の作業に係る部分に限る。） 

           ・その他（       ）  

（2）既存設計図書等の貸与 

 ・既存設計図書 

 ・成分分析調査報告書（含有建材は図示による） 

 ・石綿事前調査等結果報告書(ｱｽﾍﾞｽﾄ調査票) 

（3）調査方法 

 ※書面調査及び現地での目視調査 

  ・成分分析調査 

    調査部位(  地下管廊壁面   )(    4  ヶ所) 

    ・JIS A 1481-1  ・JIS A 1481-2   ・JIS A 1481-3  ・JIS A 1481-4 

（4）調査時の注意 

 構造上目視により確認することが困難な建材については、目視により確認するこ

とが可能となった段階で事前調査を行うこと。 

 石綿含有建材の使用が不明な見え隠れ部分の調査については、保護具を装着

するとともに必要に応じて建材を湿潤に保ちながら手ばらしで行うこと。 

 新たに石綿含有建材と疑わしきものを発見した場合には、速やかに作業を中止

し、監督職員に報告及び必要な措置について協議すること。 

（5）調査結果の報告等 

 事前調査が完了した際は、石綿則及び大防法に基づき、以下のとおり各種報告

等を行うこと。 

 （ｱ）監督職員に事前調査の結果等を書面で交付し、説明すること。 

 （ｲ）労働基準監督署及び札幌市（環境局）に事前調査の結果等について報告を

行うこと。 

 （ｳ）事前調査の結果等については、公衆にみやすいように掲示すること。 

（6）変更の協議等 

 調査の結果、設計図書と異なる場合は、監督職員と協議する。また、石綿事前調

査等結果報告書の内容を更新し、監督職員に提出すること。 

（7）作業完了の報告 

 大防法に基づき、特定粉じん排出等作業の完了後、監督職員に作業結果を書面

で報告すること。 

０４ 公共建築物の

環境配慮 

工事の施工に当たっては、本市の「環境方針」「札幌市公共建築物環境配慮ｶﾞｲ

ﾄﾞﾗｲﾝ」の意図を理解し、環境に配慮した施工に努める。 

０５ ｸﾞﾘｰﾝ購入 「札幌市ｸﾞﾘｰﾝ購入ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」により環境負荷の低減を考慮した材料等を選定し、

ｸﾞﾘｰﾝ購入の推進に努める。                              (1.4.1) 

また、当該材料等を購入した場合、種別、数量等を監督職員に報告する。 

加えて、資材（材料及び機材を含む）の梱包及び容器は、可能な限り簡易であっ

て、再生利用の容易さ及び廃棄時の環境負荷低減に配慮されたものを使用するよ

う努める。 

（1） 再生ｸﾗｯｼｬﾗﾝの購入施設名 （以下の章共通） 

 札幌ﾘｻｲｸﾙ骨材㈱ （東区中沼町45番地26） 

 小橋北豊㈱ （南区石山230番地） 

 札幌環境資材ｾﾝﾀｰ （手稲区曙5条 5丁目110番地 18） 

 ㈱松原産業 （白石区川下2111番地 3） 

 野田工業㈱ （中央区盤渓264番地） 

(2) 汚泥再生材の購入施設名（以下の章共通） 

 ㈱大伸 (厚別区厚別町山本1064番 72) 

 ｵﾃﾞｯｻ・ﾃｸﾉｽ㈱ (東区北丘珠1条 3丁目 654番地) 

 （協）公清企業 (東区中沼町45番地23) 

購入条件、購入時期等については、当施設と事前に協議する。 

０６ 施工条件 ・施工時間        :9：00～17：00  (1.3.5) 

･施工順序        :監督員との協議による 

･工事用車両駐車場  :監督員との協議による 

※屋内外に関わらず敷地内は全面禁煙とする(現場事務所、駐車場含む)。 

･その他施工条件    :図示施工時間（ ） (1.3.5) 

・その他  （ ） 

０７ 電気工作物の

種別及び電気保

安技術者 

・置く （種別               ）  ※置かない  (1.3.3) 

電気保安技術者は、監督職員の指示に従い電気工作物の保安業務を行う。 

０８ 組合等の活用 「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」に基づき、官公需

適格組合等の活用に努める。 

０９ 建築材料等 「建築材料・設備機材等品質性能評価事業 建築材料等評価名簿」（（社）公共建

築協会編集）により評価を受けた材料を使用する場合は、評価書の添付により品

質等資料の提出を省略することができる。 (1.4.2) 

１０ 道産材の使用 本工事に使用する主要資材のうち、道内で産出、生産または製造される資材等

で、規格品質等が適正である場合は、これを優先的に使用するように努める（木材

および木材製品は除く。）。 

１１ 地域材の使用 本工事に使用する木材または木材を原料とする資材を使用する場合は、地域材

(道内の森林で産出され、道内で加工された木材)を優先的に使用することとし、使

用した材料の種別、産地等を監督職員に報告する。 

１２ 木材資源の有

効利用と合理化 

地球環境保全の観点から、熱帯雨林の保護と木材資源の有効利用を図るため、

型枠合板、仮設資材等の合理的使用に努める。 

製材等、ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞまたは再生木質ﾎﾞｰﾄﾞを使用する場合は、ｸﾞﾘｰﾝ購入法の基本

方針の判断の基準に従い、あらかじめ「木材・木材製品の合法性、持続可能性の

証明のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」（林野庁 平成18年 2月15日）に準拠した証明書を、監

督職員に提出する。 （1.4.2） 

１３ 技能士 技能士の適用は以下とする。ただし、作業が軽易な場合は監督職員の承諾を受

けて省略することができる。  (1.5.2)  

  指定職種   

工事種目 技能検定職種 

仮設工事 ・とび 

鉄筋工事 ・鉄筋施工 

ｺﾝｸﾘｰﾄ工事 ・型枠施工 

・ｺﾝｸﾘｰﾄ圧送施工 

鉄骨工事 ・鉄工 

・とび 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ・ALC ﾊﾟﾈﾙ・ 

押出成型ｾﾒﾝﾄ板工事 

・ﾌﾞﾛｯｸ建 築 

・ALC ﾊﾟﾈﾙ施工 

防水工事 ・防水施工 

石工事 ・石材施工 

ﾀｲﾙ工事 ・ﾀｲﾙ張り 

木工事 ・建築大工 

屋根及びとい工事 ・建築板金（内外装板金作業） 

金属工事 ・内装仕上施工（鋼製下地工事作業） 

・建築板金（内外装板金作業） 

左官工事 ・左官 

建具工事 ・ｻｯｼ施工 

・ｶﾞﾗｽ施工 

・自動ﾄﾞｱ施工 

ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ工事 ・ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ施工 

・ｻｯｼ施工 

・ｶﾞﾗｽ施工 

塗装工事 ・塗装 

内装工事 ・内装仕上施工（床、ﾎﾞｰﾄﾞ仕上 ） 

・熱絶縁施工 

・表装（壁装作業） 

排水工事 ・配管 

舗装工事 ・路面標示施工 

植栽工事 ・造園 

１４ 特別な材料の

工法 

公共建築工事標準仕様書（建築工事編）に記載されていない特別な材料の工法

は、監督職員の承諾を受けて当該製品の指定工法によることができる。 

１５ 特許権等 特許権等の出願をしようとする場合は、あらかじめ発注者と協議する。 (1.1.11) 

札幌市建設工事請負契約約款第8条に基づく特許権、実用新案権、意匠権、商

標権その他日本国の法令に基づき保護される第三者の権利（以下「特許権等」とい

う。）の対象となっている工事材料及び施工方法等。 

・特許権等の種類（ ） 

１６ 火災保険 付保する保険：工事の内容により、火災保険、建設工事保険、組立保険等の1以

上の保険を付す。 

保険の期日 ：始期～保険の目的物が工事現場に搬入される日 

終期～しゅん功期限＋14日以上 

１７ 法定外の労災

保険の付保 

（1） 受注者は、本工事に従事する者の業務上の負傷等に対する補償に必要な金

額を担保するため、法定外の労災保険を付す。 

（2）前項で定める保険契約を締結したときは、その証券又はこれに代わるものの写

しを速やかに監督職員へ提出する。 

１８ 工事現場の安

全衛生管理 

労働安全衛生法（昭和 47年法律第57条）第 30条第 2項の規定に基づき、同

法第30条第1項に規定する措置を講ずべき特定元方事業者として指定された時

は、関係法令に従い必要な措置を講ずる。 

また、敷地内の除排雪については、工事の安全確保等のため適切に行う。 

１９ 公衆災害の防

止及び安全管理 

受注者は建築工事に当たって、安全施工を図り公衆災害を防止するため、「建築

工事安全施工技術指針」及び「建設工事公衆災害防止対策要綱」を遵守しなけれ

ばならない。また有害ｶﾞｽ又は引火性ｶﾞｽの発生のおそれがある場合は安全を確認

し作業を行う。 

２０ 交通安全及び

公害対策 

(1) ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ等、大型貨物運搬車両による土砂及び工事用資材の輸送に当たっ

ては、踏切、ｽｸｰﾙｿﾞｰﾝ等、工事車両が人命等に影響を及ぼす区間が輸送路に

なる場合、または埃、振動、騒音等の害の恐れのある区間が輸送路になる場合

は、必要に応じて地域住民及び関係機関等の連絡を密にし、交通安全の確保、

公害等の対策に万全を期さねばならない。 

(2) 工事期間中は、交通誘導警備員を以下の条件に沿って配置し､現場内におけ

る安全確保に努めなければならない｡なお､必要となる交通誘導警備員の人数

は､作業形態に応じた配置計画等とともに､あらかじめ監督職員と協議すること｡ 
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Ⅰ．工事概要 

 

1 工事名称  防災・安全交付金事業 伏古川水再生プラザ汚泥前処理棟新設ほか工事                                             

2 工事場所  札幌市東区伏古 8 条 1 丁目 2 番 35 号（伏古川水再生プラザ内）                                             

3 工事内容 

（1）汚泥前処理棟新築工事 

（2）プラザ内防火対象物区分に伴う改修工事 

（3）上記（1）（2）に伴う建築電気、建築機械、土木工事 

（4）置換水槽の解体 

 

工事種目 新築及び改修 用途地域等 準工業地域 

構造／階数 
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造/ 

地上 2 階地下 1 階 
敷地面積 30,681.68 ㎡ 

 

 計画部分 既設部分 合  計 備 考 

建築面積 156.48 ㎡ 18,202.54 ㎡ 18,359.02 ㎡ 棟別内訳 

建ぺい率           59.84 ％≦  60 ％ 

各
階
床
面
積 

  157.85 ㎡ 

154.62 ㎡ 

143.19 ㎡ 

19.40 ㎡ 

33,648.81 ㎡ 157.85 ㎡ 

154.62 ㎡ 

143.19 ㎡ 

19.40 ㎡ 

延べ床面積 475.06 ㎡ 33,648.81 ㎡ 34,123.87 ㎡ 

容積率           112.22 ％≦ 200 ％ 

 

4 工期 契約に示す着手日から令和 ９年 2 月 5 日まで 

              （休工期間：令和 ６年 12 月 16 日から令和 ７年 ５月 11 日まで） 

 

5 部分引渡し 部分引渡しの時期  ：令和 ６年 11 月 29 日まで 

 部分引渡しの範囲  ：置換水引抜管の配管布設、埋め戻し（土木） 

 

6 別途工事 

 本工事に関係のある工事は下記のとおりである。 

 ・機械設備工事 

（ 仮称 防交）伏古川水再生プラザ汚泥前処理ほか機械設備工事 ） 

令和  ７年  １月  着手予定 

 ・機械設備工事 

（ 仮称 防交)豊平川水再生プラザほか機械設備工事 ） 

令和 ６年 ６月  着手予定 

 ・電気設備工事  

（ 豊平川水再生プラザほか電気設備工事 ） 

着手済 

 
 
Ⅱ．建築工事仕様 

1 図面及び特記仕様書に記載されていない事項は、すべて国土交通省大臣官房官庁営繕

部監修「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（令和 4 年版「令和 4 年 5 月改定」）」に

よる。 

 

2 特記仕様 

（1）項目は、番号に 印のついたものを適用する。 

（2）特記事項は・印のついたものを適用する。 

・印のつかない場合は、※印のついたものを適用する。 

・印と※のついた場合は共に適用する。 

 

3 特記事項に記載の（  ）内表示番号は、公共建築工事標準仕様書、（改修  ）内表示番

号は、公共建築改修工事標準仕様書の当該項目、当該図又は当該表を示す。 

 

１章  共通事項 
０１ 適用基準類 ・建築工事標準詳細図   

【国土交通省大臣官房官庁営繕部監修（令和 4 年版）】 

・工事写真撮影ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ（建築工事編及び解体工事編） 

【国土交通省大臣官房官庁営繕部監修（平成 30 年版）】 

・公共建築改修工事標準仕様書(建築工事編) 

      【国土交通省大臣官房官庁営繕部監修(令和4年版[令和4年5月改定])】 

・寒中ｺﾝｸﾘｰﾄ施工指針・同解説 【日本建築学会】 

※（参考資料） 建築工事監理指針上巻・下巻 

【国土交通省大臣官房官庁営繕部監修（令和 4 年版）】 

※(参考資料) 建築改修工事監理指針上巻・下巻 

                【国土交通省大臣官房官庁営繕部監修(令和4年版)】 

・札幌市土木工事共通仕様書（最新版） 

・下水道管渠工事仕様書(最新版) 

・コンクリート標準示方書 

 

０２ ISO9001 の適

用について 

（1） ISO 認証取得 

受注者は、ISO 認証取得を活用した監督業務等の取扱いの適用を希望するとき

は、下記（ｱ）から（ｴ）までの書類の写しを提出し、監督職員と協議のうえ活用工事

とすることができる。ただし、低入札価格調査等の対象となった場合を除く。 

（ｱ） ISO9001 認証の取得に係る登録証の写し 

（ｲ） ISO9001 の審査に係る書類（合否判定結果及び審査報告書） 

（ｳ） 工事を担当する内部組織が、ISO9001 認証を取得していることを示す書類 

（ｴ） ISO9001 認証の範囲が工事の内容に一致していることを示す書類 

ただし、（ｱ）で内容が確認できる場合は（ｳ）、（ｴ）は不要。 

（2） 活用工事の取消しの申出 

ISO9001 認証が取り消され、又はその維持が困難と見込まれるときは、速や

かに監督職員に申し出なければならない。 

（3） 活用工事の取扱いの中止 

上記活用工事の取消しの申し出、又は受注者の検査記録の確認及び品質ﾏﾈ

ｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの運用状況の把握を行った結果、不適合が多いと認められたとき

は、この取扱いを中止し、通常の監督業務を実施する。 

（4） 品質ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの取扱い 

（ｱ） 受注者は、品質ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑに基づき作成する品質計画書に記載すべき

事項は、品質方針及び品質目標の他に下記に示す項目を、施工計画書に記

載し、工事着手前までに工事監督職員に提出し、承諾を得なければならない。 

（a） 検査計画及び確認・立会計画 

（ｂ） 各監視・測定（検定）の担当者及び承認者、資格 

（ｃ） 当該工事現場に対する内部監査計画 

（ｄ） 監視機器及び測定機器監理計画 

（e） ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨ管理計画 

（f） 不適合管理計画 

（ｲ） 特定共同企業体の場合は、その代表者の品質ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑを共同企業体

の品質ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑとして適用する。 

（5） 工事管理 

工事管理に当たっては「公共建築における ISO9001：2000 適用 建築工事施

工管理要領（公共建築協会）」を参考とする。 

 

０３  石綿含有建

材の事前調査等 

（改修 1.5.1） 

(1) 調査範囲  ※全建材（解体等の作業に係る部分に限る。） 

           ・その他（       ）  

（2）既存設計図書等の貸与 

 ・既存設計図書 

 ・成分分析調査報告書（含有建材は図示による） 

 ・石綿事前調査等結果報告書(ｱｽﾍﾞｽﾄ調査票) 

（3）調査方法 

 ※書面調査及び現地での目視調査 

  ・成分分析調査 

    調査部位(  地下管廊壁面   )(    4  ヶ所) 

    ・JIS A 1481-1  ・JIS A 1481-2   ・JIS A 1481-3  ・JIS A 1481-4 

（4）調査時の注意 

 構造上目視により確認することが困難な建材については、目視により確認するこ

とが可能となった段階で事前調査を行うこと。 

 石綿含有建材の使用が不明な見え隠れ部分の調査については、保護具を装着

するとともに必要に応じて建材を湿潤に保ちながら手ばらしで行うこと。 

 新たに石綿含有建材と疑わしきものを発見した場合には、速やかに作業を中止

し、監督職員に報告及び必要な措置について協議すること。 

（5）調査結果の報告等 

 事前調査が完了した際は、石綿則及び大防法に基づき、以下のとおり各種報告

等を行うこと。 

 （ｱ）監督職員に事前調査の結果等を書面で交付し、説明すること。 

 （ｲ）労働基準監督署及び札幌市（環境局）に事前調査の結果等について報告を

行うこと。 

 （ｳ）事前調査の結果等については、公衆にみやすいように掲示すること。 

（6）変更の協議等 

 調査の結果、設計図書と異なる場合は、監督職員と協議する。また、石綿事前調

査等結果報告書の内容を更新し、監督職員に提出すること。 

（7）作業完了の報告 

 大防法に基づき、特定粉じん排出等作業の完了後、監督職員に作業結果を書面

で報告すること。 

 

０４ 公共建築物の

環境配慮 

工事の施工に当たっては、本市の「環境方針」「札幌市公共建築物環境配慮ｶﾞｲ

ﾄﾞﾗｲﾝ」の意図を理解し、環境に配慮した施工に努める。 

 

０５ ｸﾞﾘｰﾝ購入 「札幌市ｸﾞﾘｰﾝ購入ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」により環境負荷の低減を考慮した材料等を選定し、

ｸﾞﾘｰﾝ購入の推進に努める。                              (1.4.1) 

また、当該材料等を購入した場合、種別、数量等を監督職員に報告する。 

加えて、資材（材料及び機材を含む）の梱包及び容器は、可能な限り簡易であっ

て、再生利用の容易さ及び廃棄時の環境負荷低減に配慮されたものを使用するよ

う努める。 

（1） 再生ｸﾗｯｼｬﾗﾝの購入施設名 （以下の章共通） 

 札幌ﾘｻｲｸﾙ骨材㈱ （東区中沼町 45 番地 26） 

 小橋北豊㈱ （南区石山 230 番地） 

 札幌環境資材ｾﾝﾀｰ （手稲区曙 5 条 5 丁目 110 番地 18） 

 ㈱松原産業 （白石区川下 2111 番地 3） 

 野田工業㈱ （中央区盤渓 264 番地） 

(2) 汚泥再生材の購入施設名（以下の章共通） 

 ㈱大伸 (厚別区厚別町山本 1064 番 72) 

 ｵﾃﾞｯｻ・ﾃｸﾉｽ㈱ (東区北丘珠 1 条 3 丁目 654 番地) 

 （協）公清企業 (東区中沼町 45 番地 23) 

購入条件、購入時期等については、当施設と事前に協議する。 

 

０６ 施工条件 ・施工時間        :9：00～17：00  (1.3.5) 

･施工順序        :監督員との協議による 

･工事用車両駐車場  :監督員との協議による 

※屋内外に関わらず敷地内は全面禁煙とする(現場事務所、駐車場含む)。 

･その他施工条件    :図示施工時間（ ） (1.3.5) 

・その他  （ ） 

 

０７ 電気工作物の

種別及び電気保

安技術者 

 

・置く （種別               ）  ※置かない  (1.3.3) 

電気保安技術者は、監督職員の指示に従い電気工作物の保安業務を行う。 

 

０８ 組合等の活用 「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」に基づき、官公需

適格組合等の活用に努める。 

 

０９ 建築材料等 「建築材料・設備機材等品質性能評価事業 建築材料等評価名簿」（（社）公共建

築協会編集）により評価を受けた材料を使用する場合は、評価書の添付により品

質等資料の提出を省略することができる。 (1.4.2) 

 

１０ 道産材の使用 本工事に使用する主要資材のうち、道内で産出、生産または製造される資材等

で、規格品質等が適正である場合は、これを優先的に使用するように努める（木材

および木材製品は除く。）。 

 

１１ 地域材の使用 本工事に使用する木材または木材を原料とする資材を使用する場合は、地域材

(道内の森林で産出され、道内で加工された木材)を優先的に使用することとし、使

用した材料の種別、産地等を監督職員に報告する。 

 

１２ 木材資源の有

効利用と合理化 

地球環境保全の観点から、熱帯雨林の保護と木材資源の有効利用を図るため、

型枠合板、仮設資材等の合理的使用に努める。 

製材等、ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞまたは再生木質ﾎﾞｰﾄﾞを使用する場合は、ｸﾞﾘｰﾝ購入法の基本

方針の判断の基準に従い、あらかじめ「木材・木材製品の合法性、持続可能性の

証明のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」（林野庁 平成 18 年 2 月 15 日）に準拠した証明書を、監

督職員に提出する。 （1.4.2） 

 

１３ 技能士 技能士の適用は以下とする。ただし、作業が軽易な場合は監督職員の承諾を受

けて省略することができる。  (1.5.2)  

  指定職種   

工事種目 技能検定職種 

仮設工事 ・とび 

鉄筋工事 ・鉄筋施工 

ｺﾝｸﾘｰﾄ工事 ・型枠施工 

・ｺﾝｸﾘｰﾄ圧送施工 

鉄骨工事 ・鉄工 

・とび 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ・ALC ﾊﾟﾈﾙ・ 

押出成型ｾﾒﾝﾄ板工事 

・ﾌﾞﾛｯｸ建築 

・ALC ﾊﾟﾈﾙ施工 

防水工事 ・防水施工 

石工事 ・石材施工 

ﾀｲﾙ工事 ・ﾀｲﾙ張り 

木工事 ・建築大工 

屋根及びとい工事 ・建築板金（内外装板金作業） 

金属工事 ・内装仕上施工（鋼製下地工事作業） 

・建築板金（内外装板金作業） 

左官工事 ・左官 

建具工事 ・ｻｯｼ施工 

・ｶﾞﾗｽ施工 

・自動ﾄﾞｱ施工 

ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ工事 ・ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ施工 

・ｻｯｼ施工 

・ｶﾞﾗｽ施工 

塗装工事 ・塗装 

内装工事 ・内装仕上施工（床、ﾎﾞｰﾄﾞ仕上） 

・熱絶縁施工 

・表装（壁装作業） 

排水工事 ・配管 

舗装工事 ・路面標示施工 

植栽工事 ・造園 

  

１４ 特別な材料の       

工法 

公共建築工事標準仕様書（建築工事編）に記載されていない特別な材料の工法

は、監督職員の承諾を受けて当該製品の指定工法によることができる。 

 

１５ 特許権等 特許権等の出願をしようとする場合は、あらかじめ発注者と協議する。 (1.1.11) 

札幌市建設工事請負契約約款第 8 条に基づく特許権、実用新案権、意匠権、商

標権その他日本国の法令に基づき保護される第三者の権利（以下「特許権等」とい

う。）の対象となっている工事材料及び施工方法等。 

・特許権等の種類（ ） 

 

１６ 火災保険 付保する保険：工事の内容により、火災保険、建設工事保険、組立保険等の 1 以

上の保険を付す。 

保険の期日 ：始期～保険の目的物が工事現場に搬入される日 

終期～しゅん功期限＋14 日以上 

 

１７ 法定外の労災

保険の付保 

（1） 受注者は、本工事に従事する者の業務上の負傷等に対する補償に必要な金

額を担保するため、法定外の労災保険を付す。 

（2）前項で定める保険契約を締結したときは、その証券又はこれに代わるものの写

しを速やかに監督職員へ提出する。 

 

１８ 工事現場の安

全衛生管理 

労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 条）第 30 条第 2 項の規定に基づき、同

法第 30 条第 1 項に規定する措置を講ずべき特定元方事業者として指定された時

は、関係法令に従い必要な措置を講ずる。 

また、敷地内の除排雪については、工事の安全確保等のため適切に行う。 

 

１９ 公衆災害の防

止及び安全管理 

受注者は建築工事に当たって、安全施工を図り公衆災害を防止するため、「建築

工事安全施工技術指針」及び「建設工事公衆災害防止対策要綱」を遵守しなけれ

ばならない。また有害ｶﾞｽ又は引火性ｶﾞｽの発生のおそれがある場合は安全を確認

し作業を行う。 

 

２０ 交通安全及び

公害対策 

(1) ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ等、大型貨物運搬車両による土砂及び工事用資材の輸送に当たっ

ては、踏切、ｽｸｰﾙｿﾞｰﾝ等、工事車両が人命等に影響を及ぼす区間が輸送路に

なる場合、または埃、振動、騒音等の害の恐れのある区間が輸送路になる場合

は、必要に応じて地域住民及び関係機関等の連絡を密にし、交通安全の確保、

公害等の対策に万全を期さねばならない。 

(2) 工事期間中は、交通誘導警備員を以下の条件に沿って配置し､現場内におけ

る安全確保に努めなければならない｡なお､必要となる交通誘導警備員の人数

は､作業形態に応じた配置計画等とともに､あらかじめ監督職員と協議すること｡ 
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外部仕上表及び内、外部付属物の適用分類、詳細番号は、・印のついたものを適用する。 1． C コンクリート下地

複層塗材(CE) ポリマーセメント系複層仕上塗材

CB コンクリートブロック下地

複層塗材(E) 合成樹脂エマルション系複層仕上塗材
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GB-R 石膏ボード

GB-NC(NT) 不燃積層石膏ボード(化粧有り：トラバーチン模様)
GB-D(W) 木目化粧石膏ボード

DR ロックウール化粧吸音板　トラバーチン模様
DR(凹凸) ロックウール化粧吸音板　凹凸模様

PF板 押出法ポリスチレンフォーム保温材
木毛板 木質系セメント板
TB テラゾーブロック

外装薄塗材(E) 外装合成樹脂エマルション系薄付け仕上塗材
内装薄塗材(Si)
内装薄塗材(E) 内装合成樹脂エマルション系薄付け仕上塗材

仕上表に記載の詳細番号のうち、(例)1-02-3は建築工事標準詳細図(国土交通省大臣官房 2.

特記以外の木、鉄部の塗装はSOPとする。但し、和室回りは除く。 3．
付属物のうち、室名札、床点検口、掲示板、案内板、ピクトグラフ、階段表示板等は、 4．
平面図による。
付属物のうち、カーテンボックス、ブラインドボックス、ブラインド、天井点検口等は 5．

PF板、木毛板等打込み箇所は、別図による。 6．
 7．

 8．

天井伏図による。

内壁の見え掛りとなるPF板打込み部分は、GB-R t12.5直張り(継目処理工法)とし、塗装
は、その部屋の壁面と同様とする。

 9．

直接地業工事に接する内部床のコンクリート下地には、防湿層としてポリエチレンフィ10．
ルム t0.15の敷込みを行う。ただし、床仕上げがビニル床タイル、ビニル床シート及び
合成樹脂塗床、床用塗料の場合とする。
打放し仕上げの出隅部分は、面取りを行う。11．

は、アルミ製、天井付き目地とする。
天井仕上ボード張りの内、GB-NC(NT)及びDR(下地GB-R共)は突付け張りとし、天井廻り縁
壁のボード張りは水平方向に継手は設けない。

官庁営繕部監修)を示す。
内装けい酸質系薄付け仕上塗材

ケイカル板 けい酸カルシウム板(タイプ２)

GB-S シージング石膏ボード

複層塗材(Si) けい酸質系複層仕上塗材

C(B)
C(C)
M

コンクリート下地(打放シＢ)
コンクリート下地(打放シＣ)
モルタル

CL クリヤラッカー塗り
FE フタル酸樹脂エナメル塗り

EP-G つや有合成樹脂エマルションペイント塗り

AE アクリル樹脂エナメル塗り
DP(UE) ２液形ポリウレタンエナメル塗り
DP(ASE) アクリルシリコン樹脂エナメル塗り

常温乾燥形ふっ素樹脂エナメル塗りDP(FUE)

EP 合成樹脂エマルションペイント塗り
EP-M 多彩模様塗料塗り
EP-T 合成樹脂エマルション模様塗料塗り
UC ウレタン樹脂ワニス塗り
OS オイルステイン塗り

軽量吹付 軽量骨材仕上塗材

GP グラファイトペイント塗り
SOP 合成樹脂調合ペイント塗り

AC アクリル樹脂ワニス塗り(アクリル樹脂クリヤ塗り)

GB-NC(Ｎ) 不燃積層石膏ボード(化粧無し：下地張り用)

GB-F 強化石膏ボード

DR(軒天) ロックウール化粧吸音板　軒天井用：トラバーチン模様
DR(凹凸) ロックウール化粧吸音板　凹凸模様

DR(軒天凹凸) ロックウール化粧吸音板　軒天井用：凹凸模様

LE
WP

NAD

木材保護塗料塗り

アクリル樹脂系非水分散形塗料塗り
ラッカーエナメル塗り

共  通  事  項 略　　　号 外 部 附 属 物 及 び 詳 細 番 号 内 部 附 属 物 及 び 詳 細 番 号

C(D) コンクリート直均し仕上

FAF フリーアクセスフロアー

特記なき限り

仕

上

材

料

の

厚

さ

種　別

仕　上

下　地

材　　料　　名 壁(㎜) 天井(㎜) 備　　考

ＮＭ－８６１９
12.5 仕　上

下　地

ＮＭ－８５７８GB-R

GB-NC(N)

GB-NC(NT)

GB(W)

DR

下　地

12.5

9.5

12.5

12

12

25

10

25

ＮＭ－８６１３
又は同等

ＮＭ－８６１４

ＮＭ－８５９９

けい酸カルシウム板(タイプ２)

押出法ポリスチレンフォーム保温材

壁　　　紙

工

事

区

分

略

号

＜　　　　　　＞【ＡＭ】

＜　　　　　　＞【ＡＥ】

＜　　　　　　＞【ＰＭ】

＜　　　　　　＞【ＰＥ】

＜　　　　　　＞ ：土木工事

：建築機械設備工事

：建築電気設備工事

：プラント機械設備工事

：プラント電気設備工事

種　別材　　料　　名 壁(㎜) 天井(㎜) 備　　考

12.5

工　事　種　別

Ｂ
１
階

ＤＳ

階段室

GW グラスウール
WM 溶接金網 φ6-100×100

C 同左 C 直天

複合板 t36：PF板 t30＋フレキシブルボード t6
高伸度型防水 E-1：立上り部は塗膜仕上

※巾木高さは仕上(無筋コンクリート)天端からのたかさとする。

搬出室

9.5

同左

12．水槽内の躯体出隅部の面取は不要とし、構造体の欠損を避ける。

( 汚 泥 前 処 理 棟 ) 棟 仕 上 表

仕上表

Ｄ
札 幌 市下 水道 河 川 局 事 業推進部

工事名

図面名

課
長

主
幹

係
長

製
図

技
術
審
査

設
計
主
任

Scale

令和　５年　　月

A1:S=1/100
A3:S=1/200

防災・安全交付金事業

※

１
階

２
階 前処理室

・くつ洗い流し ・8-23-1 ・8-23-2・屋上点検口 ・5-21-1 ・流し台 ・カーテンボックス ・鋼　　製
・フード   ブラインドボックス 　　　・3-31-1 ・2
・コンロ台
・流し上部水切り
・つり戸だな
・水切りだな ・6-11-5 ・図　示

・屋内掲示板 ・既製品

・脱衣箱 ・6-32-1
・手すり ・アルミ(図示)

・天井点検口 ・3-42-2
・床点検口 ・既製品

・図　示　　

・便所へだて

・階段手すり
・アルミ(図示)

・便所手すり

・吸音壁

・トラフ ・1-21- 

・断熱材打込み ・7-01-1 ・7-01-2

・くつふきマット

・押　入

・タラップ

・ホイストレール
・クレンガーダー ・図　示

・図　示

・搬入口 ・図　示

・フック

・マンホール蓋 ・図　示
・室名札 ・8-43-1 ・2 ・3

・図　示・グレーチング受枠

・ピクトグラフム ・8-44-1 ・2 ・3 ・4

・浴室まわり ・6-31

・8-42-1 ・2 ・3

・下足箱 ・図　示

・屋上管類貫通部 ・5-22-1
・クーリングタワー基礎 ・5-22-2 ・5-22-3
　　テレビアンテナ基礎
・屋上換気塔 ・5-21-2 ・図　示
・煙　　突 ・図　示
・タラップ

・と　い ・5-31 ・5-32 ・5-33
・ルーフドレン ・5-32-1 ・図　示

・5-33-1
・トップライト ・図　示
・ＥＸＰ．Ｊ金物 ・既製品

・手すり ・アルミ(図示)
・ステンレス(図示)
・スチール(図示)
・図　示・旗　竿

・くつふきマット
・庁舎案内板、

・図　示
・背もたれ付(図示)

・図　示
・図　示

・背もたれ付(図示)

・Ｕ型(図示)

・笠木兼用避雷導体 ・図　示

・図　示
・8-21-1 ・2 ・3

・図　示
・電気用ハンドホール蓋
・文字板
・庁名板
・郵便受
・目地

・図　示
・図　示
・図　示
・図　示
・図　示

・6-28-1 ・2 ・3 ・4

・8-21-1 ・2 ・3
・図　示

・6-46-1
・図　示

・グレーチング

・既製品 ・6-22
・肢体不自由者対応便房
・多機能便所

・6-23-1 ・2 ・3
・6-24-1 ・2 ・3 ・4

・6-26-1 ・2 ・3

・図　示

　　　　 ・5

・アルミ製
　　　　・3-31-3

　　　　　　各階案内板

・図　示
・図　示
・図　示

・6-25-1

・1-21- 

・コンクリート打放し(Ｂ)の上
　防水形複層塗材ＲＥ(GL-100㎜迄)

下　地・コンクリート直均し仕上
防水層・アスファルト防水(AI-2)
絶縁材・ポリエチレンフィルム

押え・無筋コンクリート t80
　　  補強用溶接金網φ6-@100
仕上・押えコンクリート直均し仕上

　　　　t0.15
　　　・フラットヤーンクロス
　　　　(AI-2)70ｇ/m2
防水層・ウレタン系塗膜防水(X-1)

断熱・PF板 t50(3種b)

C C C
C(C) EP-G
熱橋部：複合板 t36打込 EP-G

同左 直天 同左

C
外壁面：複合板 t36打込 EP-G
内壁面：C(B)の上、EP-G

同左 C
C(C) EP-G
熱橋部：複合板 t36打込 EP-G

直天 同左
側溝、鋼製グレーチング、排水目皿、ホイストレール
ＦＲＰ製蓋

C(B) EP-G
熱橋部：
　　　　複合板 t36打込 EP-G

C(C) EP-G
熱橋部：
　　　　複合板 t36打込 EP-G

管　廊 C 同左C(B) 素地仕上 C 直天 同左段裏：C(C) 素地仕上

C
踊り場：コンクリート直均し仕上
段　部：モルタル塗り t30

C コンクリート直均し仕上

C
外壁面：複合板 t36打込 EP-G
内壁面：C(B) EP-G

同左

C C(B)の上、素地仕上 同左

C

C

C(C) EP-G
熱橋部：複合板 t36打込 EP-G
(段裏：同上)

C(C) 素地仕上

直天

直天

同左

同左

ステンレスノンスリップ、壁付手摺

階段室
踊り場：コンクリート直均し仕上
段　部：モルタル塗り t30

C 同左
C(B) EP-G
熱橋部：
　　　　複合板 t36打込 EP-G

C 直天 同左
段裏：C(C) EP-G
　　　熱橋部：
　　　　複合板 t36打込 EP-G

ステンレスノンスリップ、壁付手摺

コンクリート直均し仕上

ＤＳ C コンクリート直均し仕上 C
外壁面：複合板 t36打込 素地仕上
内壁面：C(B) 素地仕上

同左 C
C(C) 素地仕上
熱橋部：複合板 t36打込 素地仕上

直天 同左

階段室 C
踊り場：コンクリート直均し仕上
段　部：モルタル塗り t30

C
外壁面：複合板 t36打込 EP-G
内壁面：C(B) EP-G

同左 C
段裏
　C(C) EP-G
　熱橋部：複合板 t36打込 EP-G

直天 同左 ステンレスノンスリップ、壁付手摺

C
外壁面：複合板 t36打込 EP-G
内壁面：C(B) EP-G

同左 C 直天 同左
排水目皿、チェーン手摺、ホイストレール
＜側溝、鋼製グレーチング＞【ＰＭ】

ＤＳ C コンクリート直均し仕上

階段室 C
踊り場：コンクリート直均し仕上
段　部：モルタル塗り t30

C
外壁面：複合板 t36打込 EP-G
内壁面：C(B) EP-G

同左 C
段裏
　C(C) EP-G
　熱橋部：複合板 t36打込 EP-G

直天 同左 ステンレスノンスリップ、壁付手摺

C
外壁面：複合板 t36打込 素地仕上
内壁面：C(B) 素地仕上

同左 C
C(C) 素地仕上
熱橋部：複合板 t36打込 素地仕上

直天 同左

PH
階

＜高伸度型防水 E-1の上
無筋コンクリート t200(WM) 直均し仕上の上
床用塗料(合金骨材配合強靭床仕上)＞【ＰＭ】

高伸度型防水 E-1の上
無筋コンクリート t200(WM) 直均し仕上の上
床用塗料(合金骨材配合強靭床仕上)

C

C

C

C

＜高伸度型防水 E-1(塗膜仕上)＞
　　　　　　　　　　　　　【ＰＭ】

高伸度型防水 E-1(塗膜仕上) 100

100

縞鋼板製蓋

縞鋼板製蓋

縞鋼板製蓋

＜無筋コンクリート t200(WM)
　　　　　　　　　 直均し仕上＞【ＰＭ】

アルミ手摺、排水ピット
＜側溝、鋼製グレーチング＞【ＰＭ】

12

株式会社ＮＪＳ　札幌事務所
一級建築士大臣登録第268910号
       　         石塚 博身

防水形複層塗材Ｅ(GL-100㎜迄) 防水形複層塗材Ｅ

※巾木高さは仕上(無筋コンクリート)天端からの高さとする。

sc01995
テキストボックス
誤⑤

sc01995
四角形

sc01995
四角形



階

脱臭機室

室　　　名
床

下地 仕　　上

幅　　　木

高さ

腰　　　壁

柱型仕上

壁

高さ 梁型仕上

天　　　　　　井
備　　　　　　　　　考

・磁器質タイル
・コンクリート直均し仕上
・モルタル塗り

・磁器質タイル ・磁器質タイル
・コンクリート打放し(Ｂ)の上
　防水形複層塗材ＲＥ

笠　木　　・アルミ既製品
　　　　　・避雷導体兼用
立上がり防水押え

仕　上　・磁器質タイル
　　　　・防水モルタル塗り

・磁器質タイル
・コンクリート打放し(Ｂ)の上
　　　　　　　　　　複層塗材(RE)

防水層・アスファルト防水(　　)
　　　・合成高分子ルーフィング
　　　　　　　　　　　シート防水

・　磁器質タイル
・　コンクリート打放し(Ｂ)の上
　　複層塗材(RE)

・金属成形板
・ケイカル板 t6の上、AE
・コンクリート打放し(Ｃ)の上、AE

　　　　　・5-01
　　　　　・5-02
　　　　　・5-11

・軒天用ロックウール(外部用)
　　　　　　　　　　化粧吸音板

　　　・塗膜防水
押　え・無筋コンクリート t
仕　上・防水モルタル塗り
　　　・コンクリート直均し仕上

・金属板(　　　　　　　　　)

床 腰 外　　　壁
屋　　　根

下地・防水層 押え・仕上
パラペット

バルコニー

床 手　　摺 上　　端 は　　な 軒　　天

ひ　　さ　　し
備　　　　考

内　部　仕　上　表

外　部　仕　上　表

下地 仕　　上 高さ下地 仕　　上 下地 仕　　上 下地 仕　　上

外部仕上表及び内、外部付属物の適用分類、詳細番号は、・印のついたものを適用する。 1． C コンクリート下地

複層塗材(CE) ポリマーセメント系複層仕上塗材

CB コンクリートブロック下地

複層塗材(E) 合成樹脂エマルション系複層仕上塗材

W 木造下地

複層塗材(RE) 反応硬化形合成樹脂エマルション系複層仕上塗材

S 軽量鉄骨下地
GB-R 石膏ボード

GB-NC(NT) 不燃積層石膏ボード(化粧有り：トラバーチン模様)
GB-D(W) 木目化粧石膏ボード

DR ロックウール化粧吸音板　トラバーチン模様
DR(凹凸) ロックウール化粧吸音板　凹凸模様

PF板 押出法ポリスチレンフォーム保温材
木毛板 木質系セメント板
TB テラゾーブロック

外装薄塗材(E) 外装合成樹脂エマルション系薄付け仕上塗材
内装薄塗材(Si)
内装薄塗材(E) 内装合成樹脂エマルション系薄付け仕上塗材

仕上表に記載の詳細番号のうち、(例)1-02-3は建築工事標準詳細図(国土交通省大臣官房 2.

特記以外の木、鉄部の塗装はSOPとする。但し、和室回りは除く。 3．
付属物のうち、室名札、床点検口、掲示板、案内板、ピクトグラフ、階段表示板等は、 4．
平面図による。
付属物のうち、カーテンボックス、ブラインドボックス、ブラインド、天井点検口等は 5．

PF板、木毛板等打込み箇所は、別図による。 6．
 7．

 8．

天井伏図による。

内壁の見え掛りとなるPF板打込み部分は、GB-R t12.5直張り(継目処理工法)とし、塗装
は、その部屋の壁面と同様とする。

 9．

直接地業工事に接する内部床のコンクリート下地には、防湿層としてポリエチレンフィ10．
ルム t0.15の敷込みを行う。ただし、床仕上げがビニル床タイル、ビニル床シート及び
合成樹脂塗床、床用塗料の場合とする。
打放し仕上げの出隅部分は、面取りを行う。11．

は、アルミ製、天井付き目地とする。
天井仕上ボード張りの内、GB-NC(NT)及びDR(下地GB-R共)は突付け張りとし、天井廻り縁
壁のボード張りは水平方向に継手は設けない。

官庁営繕部監修)を示す。
内装けい酸質系薄付け仕上塗材

ケイカル板 けい酸カルシウム板(タイプ２)

GB-S シージング石膏ボード

複層塗材(Si) けい酸質系複層仕上塗材

C(B)
C(C)
M

コンクリート下地(打放シＢ)
コンクリート下地(打放シＣ)
モルタル

CL クリヤラッカー塗り
FE フタル酸樹脂エナメル塗り

EP-G つや有合成樹脂エマルションペイント塗り

AE アクリル樹脂エナメル塗り
DP(UE) ２液形ポリウレタンエナメル塗り
DP(ASE) アクリルシリコン樹脂エナメル塗り

常温乾燥形ふっ素樹脂エナメル塗りDP(FUE)

EP 合成樹脂エマルションペイント塗り
EP-M 多彩模様塗料塗り
EP-T 合成樹脂エマルション模様塗料塗り
UC ウレタン樹脂ワニス塗り
OS オイルステイン塗り

軽量吹付 軽量骨材仕上塗材

GP グラファイトペイント塗り
SOP 合成樹脂調合ペイント塗り

AC アクリル樹脂ワニス塗り(アクリル樹脂クリヤ塗り)

GB-NC(Ｎ) 不燃積層石膏ボード(化粧無し：下地張り用)

GB-F 強化石膏ボード

DR(軒天) ロックウール化粧吸音板　軒天井用：トラバーチン模様
DR(凹凸) ロックウール化粧吸音板　凹凸模様

DR(軒天凹凸) ロックウール化粧吸音板　軒天井用：凹凸模様

LE
WP

NAD

木材保護塗料塗り

アクリル樹脂系非水分散形塗料塗り
ラッカーエナメル塗り

共  通  事  項 略　　　号 外 部 附 属 物 及 び 詳 細 番 号 内 部 附 属 物 及 び 詳 細 番 号

C(D) コンクリート直均し仕上

FAF フリーアクセスフロアー

特記なき限り

仕 

上 

材 

料 

の 

厚 

さ

種　別

仕　上

下　地

材　　料　　名 壁(㎜) 天井(㎜) 備　　考

ＮＭ－８６１９
12.5 仕　上

下　地

ＮＭ－８５７８GB-R

GB-NC(N)

GB-NC(NT)

GB(W)

DR

下　地

12.5

9.5

12.5

12

12

25

10

25

ＮＭ－８６１３
又は同等

ＮＭ－８６１４

ＮＭ－８５９９

けい酸カルシウム板(タイプ２)

押出法ポリスチレンフォーム保温材

壁　　　紙

工 

事 

区 

分 

略 

号

＜　　　　　　＞【ＡＭ】

＜　　　　　　＞【ＡＥ】

＜　　　　　　＞【ＰＭ】

＜　　　　　　＞【ＰＥ】

＜　　　　　　＞ ：土木工事

：建築機械設備工事

：建築電気設備工事

：プラント機械設備工事

：プラント電気設備工事

種　別材　　料　　名 壁(㎜) 天井(㎜) 備　　考

12.5

工　事　種　別

Ｂ
１
階

ＤＳ

階段室

GW グラスウール
WM 溶接金網 φ6-100×100

C 同左 C 直天

複合板 t36：PF板 t30＋フレキシブルボード t6
高伸度型防水 E-1：立上り部は塗膜仕上

※巾木高さは仕上(無筋コンクリート)天端からのたかさとする。

搬出室

9.5

同左

12．水槽内の躯体出隅部の面取は不要とし、構造体の欠損を避ける。

( 汚 泥 前 処 理 棟 ) 棟 仕 上 表

仕上表

Ｄ
札 幌 市 下 水 道 河 川 局 事 業 推 進 部

工事名

図面名

課
長

主
幹

係
長

製
図

技
術

審
査

設
計

主
任

Scale

令和　５年　　月

A1:S=1/100
A3:S=1/200

防災・安全交付金事業

※

１
階

２
階 前処理室

・くつ洗い流し ・8-23-1 ・8-23-2・屋上点検口 ・5-21-1 ・流し台 ・カーテンボックス ・鋼　　製
・フード   ブラインドボックス 　　　・3-31-1 ・2
・コンロ台
・流し上部水切り
・つり戸だな
・水切りだな ・6-11-5 ・図　示

・屋内掲示板 ・既製品

・脱衣箱 ・6-32-1
・手すり ・アルミ(図示)

・天井点検口 ・3-42-2
・床点検口 ・既製品

・図　示　　

・便所へだて

・階段手すり
・アルミ(図示)

・便所手すり

・吸音壁

・トラフ ・1-21- 

・断熱材打込み ・7-01-1 ・7-01-2

・くつふきマット

・押　入

・タラップ

・ホイストレール
・クレンガーダー ・図　示

・図　示

・搬入口 ・図　示

・フック

・マンホール蓋 ・図　示
・室名札 ・8-43-1 ・2 ・3

・図　示・グレーチング受枠

・ピクトグラフム ・8-44-1 ・2 ・3 ・4

・浴室まわり ・6-31

・8-42-1 ・2 ・3

・下足箱 ・図　示

・屋上管類貫通部 ・5-22-1
・クーリングタワー基礎 ・5-22-2 ・5-22-3
　　テレビアンテナ基礎
・屋上換気塔 ・5-21-2 ・図　示
・煙　　突 ・図　示
・タラップ

・と　い ・5-31 ・5-32 ・5-33
・ルーフドレン ・5-32-1 ・図　示

・5-33-1
・トップライト ・図　示
・ＥＸＰ．Ｊ金物 ・既製品

・手すり ・アルミ(図示)
・ステンレス(図示)
・スチール(図示)
・図　示・旗　竿

・くつふきマット
・庁舎案内板、

・図　示
・背もたれ付(図示)

・図　示
・図　示

・背もたれ付(図示)

・Ｕ型(図示)

・笠木兼用避雷導体 ・図　示

・図　示
・8-21-1 ・2 ・3

・図　示
・電気用ハンドホール蓋
・文字板
・庁名板
・郵便受
・目地

・図　示
・図　示
・図　示
・図　示
・図　示

・6-28-1 ・2 ・3 ・4

・8-21-1 ・2 ・3
・図　示

・6-46-1
・図　示

・グレーチング

・既製品 ・6-22
・肢体不自由者対応便房
・多機能便所

・6-23-1 ・2 ・3
・6-24-1 ・2 ・3 ・4

・6-26-1 ・2 ・3

・図　示

　　　　 ・5

・アルミ製
　　　　・3-31-3

　　　　　　各階案内板

・図　示
・図　示
・図　示

・6-25-1

・1-21- 

・コンクリート打放し(Ｂ)の上
　防水形複層塗材ＲＥ(GL-100㎜迄)

下　地・コンクリート直均し仕上
防水層・アスファルト防水(AI-2)
絶縁材・ポリエチレンフィルム

押え・無筋コンクリート t80
　　  補強用溶接金網φ6-@100
仕上・押えコンクリート直均し仕上

　　　　t0.15
　　　・フラットヤーンクロス
　　　　(AI-2)70ｇ/m2
防水層・ウレタン系塗膜防水(X-1)

断熱・PF板 t50(3種b)

C C C
C(C) EP-G
熱橋部：複合板 t36打込 EP-G

同左 直天 同左

C
外壁面：複合板 t36打込 EP-G
内壁面：C(B)の上、EP-G

同左 C
C(C) EP-G
熱橋部：複合板 t36打込 EP-G

直天 同左
側溝、鋼製グレーチング、排水目皿、ホイストレール
ＦＲＰ製蓋

C(B) EP-G
熱橋部：
　　　　複合板 t36打込 EP-G

C(C) EP-G
熱橋部：
　　　　複合板 t36打込 EP-G

管　廊 C 同左C(B) 素地仕上 C 直天 同左段裏：C(C) 素地仕上

C
踊り場：コンクリート直均し仕上
段　部：モルタル塗り t30

C コンクリート直均し仕上

C
外壁面：複合板 t36打込 EP-G
内壁面：C(B) EP-G

同左

C C(B)の上、素地仕上 同左

C

C

C(C) EP-G
熱橋部：複合板 t36打込 EP-G
(段裏：同上)

C(C) 素地仕上

直天

直天

同左

同左

ステンレスノンスリップ、壁付手摺

階段室
踊り場：コンクリート直均し仕上
段　部：モルタル塗り t30

C 同左
C(B) EP-G
熱橋部：
　　　　複合板 t36打込 EP-G

C 直天 同左
段裏：C(C) EP-G
　　　熱橋部：
　　　　複合板 t36打込 EP-G

ステンレスノンスリップ、壁付手摺

コンクリート直均し仕上

ＤＳ C コンクリート直均し仕上 C
外壁面：複合板 t36打込 素地仕上
内壁面：C(B) 素地仕上

同左 C
C(C) 素地仕上
熱橋部：複合板 t36打込 素地仕上

直天 同左

階段室 C
踊り場：コンクリート直均し仕上
段　部：モルタル塗り t30

C
外壁面：複合板 t36打込 EP-G
内壁面：C(B) EP-G

同左 C
段裏
　C(C) EP-G
　熱橋部：複合板 t36打込 EP-G

直天 同左 ステンレスノンスリップ、壁付手摺

C
外壁面：複合板 t36打込 EP-G
内壁面：C(B) EP-G

同左 C 直天 同左
排水目皿、チェーン手摺、ホイストレール
＜側溝、鋼製グレーチング＞【ＰＭ】

ＤＳ C コンクリート直均し仕上

階段室 C
踊り場：コンクリート直均し仕上
段　部：モルタル塗り t30

C
外壁面：複合板 t36打込 EP-G
内壁面：C(B) EP-G

同左 C
段裏
　C(C) EP-G
　熱橋部：複合板 t36打込 EP-G

直天 同左 ステンレスノンスリップ、壁付手摺

C
外壁面：複合板 t36打込 素地仕上
内壁面：C(B) 素地仕上

同左 C
C(C) 素地仕上
熱橋部：複合板 t36打込 素地仕上

直天 同左

PH
階

＜高伸度型防水 E-1の上
無筋コンクリート t200(WM) 直均し仕上の上
床用塗料(合金骨材配合強靭床仕上)＞【ＰＭ】

高伸度型防水 E-1の上
無筋コンクリート t200(WM) 直均し仕上の上
床用塗料(合金骨材配合強靭床仕上)

C

C

C

C

＜高伸度型防水 E-1(塗膜仕上)＞
　　　　　　　　　　　　　【ＰＭ】

高伸度型防水 E-1(塗膜仕上) 100

100

縞鋼板製蓋

縞鋼板製蓋

縞鋼板製蓋

＜無筋コンクリート t200(WM)
　　　　　　　　　 直均し仕上＞【ＰＭ】

アルミ手摺、排水ピット
＜側溝、鋼製グレーチング＞【ＰＭ】

12

株式会社ＮＪＳ　札幌事務所
一級建築士大臣登録第268910号
       　         石塚 博身

防水形複層塗材Ｅ(GL-100㎜迄) 防水形複層塗材Ｅ

※巾木高さは仕上(無筋コンクリート)天端からの高さとする。

（非金属セメント系塗床）

（非金属セメント系塗床）＞【ＰＭ】

sc01995
テキストボックス
正⑤

sc01995
四角形

sc01995
四角形



階　　数

地上２階/地下１階

地下１階

地上３階/地下３階
地上２階/地下１階

札幌市東区伏古８条１丁目２番３５号

建築電気設備　特記仕様書

ＡＥ
札幌市下水道河川局事業推進部

工事名

図面名

防災・安全交付金事業
伏古川水再生プラザ汚泥前処理棟新設ほか工事

課
長

主
幹

係
長

製
図

技
術

審
査

設
計

主
任 Scale A1:S=NONE

A3:S=NONE

●

別途工事

工事名

概要
予定工期

工事名

概要
予定工期

工事名
概要

予定工期

工事名

概要

予定工期

建築電気設備特記仕様書

Ⅰ．工事概要
１．

２．しゅん功期限

３．建物概要

建　物　名

４．工事種目 （●印を付したものを本工事種目とする）

種目 項目 新　　設 増　　設 改　　修

○ 電気時計設備

○ 防犯設備

○ 屋外配電線路設備

○ 屋外通信線路設備

５．工事区分表

備　　考

備　　考

６．

建築 建築 ﾌﾟﾗﾝﾄ
工　事　内　容 建築

設備 電気 電気

●躯体の補強

備　　考

雷保護設備

誘導支援設備

種目 特　　記　　事　　項

結露防止 外部に面する壁、天井面に取り付ける位置ボックス等の裏面には断熱材などを

取り付け、管端部はコーキング処理すること。

呼び線 全ての空パイプにはビニール被覆鉄線１．２ｍｍを導入しておくものとする。

監督員詰所 ○要（　　　　　）　●不要

火災保険等 工事の内容により、火災保険、建設工事保険、組立保険等の１以上の保険を付

してその写しを監督員に提出のこと。

（２）　保険金額は、請負代金額とする。

（３）　保険対象は、請負契約の対象となっている工事全体とする。

（４）　保険の期日　始期　－　現場着手日
　　　　　　　　　　終期　－　しゅん功期限＋１４日以上

Ⅱ．工事仕様
１．共通仕様 図面および札幌市下水処理施設電気設備工事共通仕様書。本特記仕様書に

記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部　公共建築工事

標準仕様書（電気設備工事編）（建築工事編）（機械設備工事編）公共建

築設備工事標準図（電気設備工事編）（機械設備工事編）公共建築改修工

事標準仕様書（電気設備工事編）（建築工事編）（機械設備工事編）各最

新版による。特記事項中選択を要するものは、●印を付したものを適用。

その他 ●中間技術検査の対象工事である。

法定外の労災保険の

付保

（１）　受注者は、本工事に従事する者の業務上の負傷等に対する補償に必要

　　　　な金額を担保するため、法定外の労災保険を付す。
（２）　前項で定める保険契約を締結したときは、その証券又はこれに代わる

　　　　ものの写しを速やかに監督職員へ提出する 。

　　良好な維持管理性の確保も考慮し、充分に機能が発揮されるように請負人の責において選定をす

　　ること。さらに，工事完了引渡し後においては、保証期間内に請負人の責に帰する事由による故

　　障または欠陥が生じた場合は，請負人の負担によりすみやかに修理または取替等の措置を行うこ

　　と。

●

○ 引込工事 ○本工事　○別途工事　○地中　○架空

引込ケーブル　○ＥＭ－ＣＥ　○ＥＭ－ＣＥＴ
○　　その他（　　　　　）

施設場所の方式 ○屋内式　○キュービクル式　○屋外式

主しゃ断装置 ○ＣＢ式　○ＰＦ－ＣＢ形　○ＰＦ－Ｓ形

変圧器容量 １φ　　　ＫＶＡ×　　　台
３φ　　　ＫＶＡ×　　　台　　　合計　　　ＫＶＡ

○本工事に含む　○本工事に含まない土工事

○本工事に含む　○本工事に含まないハンドホール

○ＧＰＺ（厚鋼電線管、溶融亜鉛メッキ仕上げ）

○ＦＥＰ（波付硬質合成樹脂管）ケーブル保護

○架空　○地中配線方式○

○ 配線方式 ○架空　○地中

ケーブル保護 ○ＦＥＰ（波付硬質合成樹脂管）

○ＧＰＺ（厚鋼電線管、溶融亜鉛メッキ仕上げ）

ハンドホール ○本工事に含む　○本工事に含まない

用途 ○電話用　○火災報知用　○放送用

○その他（　　　）

安定器

ランプ

灯数
外灯用接地 単独

その他 風荷重を計算するときの条件は、６０ｍ／ｓとすること。

形式

○屋内閉鎖埋込盤　　　（Ｇ）

準拠規格 ＪＩＳ・ＪＥＭ・ＪＥＣ他

構造 　前面扉付とし蝶番はうら蝶番を使用すること。また、外壁となる壁及び

地下の壁には盤直付けとならぬ様に考慮すること。盤は防塵・防湿構造と

する。自立盤の扉はコの字折り曲げとする。この他国土交通省営繕部仕様
に基づくこと。

　鋼板の厚さ（特記事項）

　　　　　　　　　　　　　　その他　　　２．３ｍｍ以上
　　○埋込形　（Ｇ）　　　　箱体　　　　２．３ｍｍ以上

取付器具 ( １ ) 押しボタンスイッチにはゴムカバー等を取りつける。

( ２ ) 電流計は、延長目盛り付とし定格電流値を朱針で指示する。
  　   また、ＣＴ付とする。

( ３ ) 主幹ブレーカーは警報接点付とし別置の漏電リレーによって

  　   トリップさせるものとする。
( ４ ) 主幹ブレーカーは、分岐側よりも定格の大きいものを用いる。

( ５ ) 表示ランプはＬＥＤとする。
2 2( ６ ) 盤内配線は2mm 以上、制御回路等の配線は1.25mm 以上とし

  　   圧着端子絶縁被覆付（丸形）にて接続とする。

( ７ ) ＣＯＳはラップ式とする。
( ８ ) 扉の裏面は、ＳＷの背面を絶縁材で覆う等感電防止を行う。
( ９ ) 故障表示灯は、名称記入式集合表示灯とする。

ON - OFF 要素

自動
OFFON

手動
運転 ●  運転

OR

停止 ●  停止
OR

形式 ●屋内閉鎖壁掛盤　　　（Ｔ）
○屋内閉鎖埋込盤　　　（Ｇ）

準拠規格 ＪＩＳ・ＪＥＭ・ＪＥＣ他

構造 　前面扉付とし蝶番はうら蝶番を使用すること。また、外壁となる壁及び
地下の壁には盤直付けとならぬ様に考慮すること。盤は防塵・防湿構造と

する。この他国土交通省営繕部仕様に基づくこと。

　鋼板の厚さ（特記事項）

　　●壁掛、埋込形　　　　箱体　　　　２．３ｍｍ以上

取付器具 ( １ ) 電話設備と他の設備（火報、放送等）を同一盤に収納する場合は、

       セパレータを設ける。

( ２ ) 木板は、ラワン合材等を用い耐水塗料を施すこと。
( ３ ) 将来用増設、予備スペースを考慮した大きさとする。

電源周波数 ●50Hz　  ○60Hz

電気方式 分岐　三相３線式　●２００Ｖ　●４００Ｖ

中央監視盤

電気方式

点灯方式及び力率 特に記載のない場合、４０Ｗ以上の蛍光灯はインバータ式高力率型とする。

非常用照明器具

施工範囲

受信機 ○Ｐ形　　級　　回線　●ＧＲ形　最大12,000アドレス以上

○壁掛型　●自立型
○単独　●複合

副受信機 ●（　　　窓）

連動制御盤 　　回線（○単独　○複合）

発信機 ●Ｐ形　１級

地区ベル

機器取付方法
自動閉鎖装置 ○防火戸　○防火シャッター　○防煙ダンパー

立会検査

施工範囲

増幅器 ●一般放送用（既設）　○非常放送用　

○壁掛型　○卓上型
●ラック組込形　○自立形

（    Ｗ）：15W増設

（　　　回線）
○壁掛形　○ラック組込形親時計

施工範囲 ○配管　○配線　○機器取付○

機器種別機能

●配管　●配線　○機器取付施工範囲

ページング

電話機

（　内線　３　／　　　回線）　
（　局線　　    　／　　　回線）回線数

●電子交換機（既設）　○電子ボタン電話主装置形式

施工範囲

○埋込型（○１端子　○２端子）直列ユニット

　　　　　○ＢＳＡ‐７５　○ＢＳＡ‐９０
テレビ用　○ＶＨＦ　素子　○ＵＨＦ　素子アンテナ

○配管　○配線　○機器取付施工範囲
○

○４０ｍｍ　銅撚線　●建築構造体使用避雷導線 2

●突針　●棟上導体方式

○壁掛形　○ラック組込形
○配管　○配線　○機器取付施工範囲○

共通費対象項目 ●ラスタデータ（作成）
●ベクトルデータ（作成）

○下水道ＰＲ看板の設置

　　●自立形　（Ｖ）　　　　扉面・背面　３．２ｍｍ以上

( 12 ) 切替スイッチのノッチ構成は次の通りとする。

( 11 ) 動力制御盤で自立形のものは、盤内照明を設ける。

( 10 ) 各盤故障を一括故障として集約して、外部出力できる端子を設ける。

●配管　●配線　●機器取付

●配管　●配線　●機器取付

●一般内線　○多機能内線　○コードレス　○ＰＨＳ

●有　○無

●配管　●配線　●機器取付　

●電鈴１５０φ（○埋込型　●露出型）　○無し

●有　○無

●消火栓組込　○単独

●高力率　○定電力型　○低始動型

●水銀灯　○ＮＨ灯　○ＭＦ灯

●

●

●屋内閉鎖壁掛盤　　　（Ｔ）（Ｗ）

　　●壁掛形　（Ｔ）（Ｗ）　箱体　　　　２．３ｍｍ以上

エレベーター用インターホン

　　し承諾を受けること。この場合、監督員の指示により納入実績表・見本品・試験成績書・機器ア

　　フターサービス体制表・納入時期予定表等の提出を求めることがある。なお、当市の仕様規格等

　　に適合しない製品、または提出書類等に不適当な事項があるときは、その承諾を取消しもしくは

　　停止するなどの処置をとることがある。

特記事項２．

１．機器材料の製造メーカは、本工事の発注図書、適用仕様書および既設設備を理解するとともに

　機器材料について

　　適正である場合は、これを優先的に使用するよう努めるものとする。

４．本工事に使用する使用資材のうち、道内で産出、生産または製造される資材等で規格・品質が

　　けないよう施工すること。

３．結露のおそれのある場所に照明器具を取り付ける場合は、ダクター又は金具を用いて直接取付

　　より環境負荷の低減を考慮した材料等を選定し、グリーン購入の推進に努めること。

２．「札幌市グリーン購入基本方針」に基づく「札幌市グリーン購入ガイドライン」（最新版）に

　　し、発見されなかった場合はＰＣＢ不含証明書を提出すること。

　　調査し、ＰＣＢ入りの器具が発見された場合には監督員に報告し、保管場所、方法等を協議する

１．既設照明器具を撤去する際には、照明器具の製造年月の確認を行いＰＣＢ入りの器具の有無を

　その他

　有価金属

　　　①札幌市競争入札参加業者：物品・役務関係・再生資源関係業者

　　　②廃棄物再生事業登録者（知事登録）

　　　③金属くず商許可業者（警察許可）

　　当市の監督員等と協議すること。

４．スクラップについては、指定の保管場所または処理施設へ運搬することとし、その詳細については

　　受入基準や受入状況を確認のうえ、事前に監督員と協議すること。

　　に基づき許可した「札幌市産業廃棄物処分業者名簿」（環境局HP参照）から指定すること。

３．処理先は、原則として札幌市内の処理施設とし、本市が「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」

　　こと。

２．処理は、「産業廃棄物ガイド」(環境局環境事業部事業廃棄物課編集)に基づき適正に処理する

１．発生材の処理については、リサイクルを基本とする。

　発生材の処理について

（１）　被保険者は　●請負人、○発注者とする。

　週休２日試行工事の実施について

（１）本工事は、「週休２日施行工事」の対象工事である。

（２）受注者は、週休２日による施工を希望する場合、契約後、発注者へ協議を行い、

　　　協議が整った場合に週休２日による施工を行うことができる。

　　　現場閉所（現場休息）を行うことをいう。

（３）週休２日とは、対象期間において、土日・祝日に関わらず、週休２日（４週８休）以上の

工事場所

２．電気設備に使用する機器材料は新品とする。また、選定する際にはメーカリスト承諾願を提出

〇

〇

●躯体の配管貫通スリーブ ●

●

分岐　単相２線式　●２００Ｖ　●１００Ｖ

●（ 50 窓）

●電池内蔵形　○電池別置形

〇

●

●

〇

〇

〇

対象期間は、工事着手日（現場に継続的に常駐した最初の日）から工事完成日までの

　　　期間をいう。なお、年末年始６日間、夏季休暇３日間、工場製作のみを実施している期間、

　　　工事全体を一時中止している期間のほか、発注者があらかじめ対象外としている内容に

　　　該当する期間（受注者の責によらず現場作業を余儀なくされる期間など）は含まない。

（４）現場閉所とは、巡回パトロールや保守点検等、現場管理上必要な作業を行う場合を除き、

　　　現場閉所日に含めるものとする。

　　　現場が閉所された状態をいう。なお、降雨、降雪などによる予定外の現場閉所日についても

（５）現場休息とは、分離発注工事の場合に、各発注工事単位で、現場事務所での作業を含めて

　　　１日を通して現場作業が無い状態をいう。

（６）週休２日（４週８休）以上とは、対象期間内の現場閉所（現場休息）日数の割合

　　（以下、「現場閉所（現場休息）率」）が28.5％（８日・ 8日）以上の水準に達する状態をいう。

（７）週休２日の確保の取組は、将来の担い手確保、入職しやすい環境づくりを目指すもので

　　　あることから、週休２日による施工を実施する受注者は、その趣旨に沿った休日の取得に

　　　努めるものとする。

（８）週休２日の実施の確認方法は、次によるものとする。

　　　イ）受注者は、実施結果を工事月報等により定期的に発注者へ報告する。

　　　ア）受注者は、週休２日の計画工程表を施工計画書に添付し発注者へ提出する。

（９）週休２日の実施状況について、発注者が必要に応じて聞き取り等の確認を行う場合には、

　　　受注者は協力するものとする。

（10）週休２日の施工を希望した工事は、現場閉所（現場休息）の状況に応じて、

　　　設計変更により工事別に以下の経費の補正を行うものとする。

　現場閉所（現場休息）の状況に応じた補正係数により労務費

（予定価格のもととなる工事費の積算に用いる複合単価、市場単価及び物価資料の掲載価格

（材工単価）の労務費）を補正する。なお、４週６休に満たない場合は、変更の対象としない。

　ア）４週８休以上（現場閉所（現場休息）率28.5％（８日・ 8日）以上の場合）

（11）「週休２日試行工事」の検証を行うため、受注者を対象としたアンケート調査に

　　　協力するものとする。

　　　なお、アンケートは工事管理室ホームページ

　　　（https://www.city.sapporo.jp/zaisei/kojikansa/kantoku/kantoku_kensa.html）

（12）週休２日施行工事に係るその他の事項については、週休２日施行工事要領によるものとする。

　　　に掲載している。

　ウ）４週６休以上４週７休未満（現場閉所（現場休息）率21.4％（６日・ 8日）以上25％未満の場合）

　イ）４週７休以上４週８休未満（現場閉所（現場休息）率25％（７日・ 8日）以上28.5％未満の場合）

前処理棟
管理棟

○受変電設備

●動力設備

●電灯設備

火災報知設備

拡声設備

○テレビ共聴設備

○

●

●構内交換設備

一式

一式

一式

一式

一式

一式

●屋外電灯設備 一式

一式

一式

●二重天井の設備器具取付用穴あけ及び下地補強

●二重天井の設備器具墨出し取付

●自動扉、電動シャッター等の１次側配管配線

●自動扉、電動シャッター等の２次側配管配線

○自動閉鎖装置（防火戸）

●設備機器　１次側配管配線

●設備機器　２次側配管配線

●分電盤、動力盤、中央監視盤への１次側配管配線

　～動力盤、分電盤への制御、警報配線

　～動力盤、分電盤への制御、警報配線

●中央監視盤（建築電気設置）

●

●

●

●

●

●

●

●

●

箱抜は建築

別途工事

汚泥圧送ポンプ室
連絡管廊
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●屋内閉鎖垂直自立盤　（Ｖ）

　　●有価金属は、発生材調書を作成し、下記保管場所に運搬・保管すること。

　　　（保管場所：厚別水再生プラザ貯留施設　　）

○中央監視盤（プラント電気設置）

　個人情報の取扱いについて

（１）個人情報の取扱いについては、別紙１個人情報の取扱いに関する特記事項によるものとする。

（２）市民の声整理票、事故報告書など、工事関係者以外の第三者の個人名・住所・連絡先が記載

　　　された書類を提出する場合が特記事項による個人情報の取り扱いに該当するため、そのような

　　　事象が発生した場合は、「個人情報の取扱いに係る安全管理措置実施申出書」を提出すること。

新設
改修（執務並行）
改修
改修

　　○有価金属は、以下の業者で処分すること。

●１灯用　○２灯用

令和　６年 ３月

０１

令和　９年　１月２９日

幹線　単相３線式　●２００Ｖ／１００Ｖ

幹線　三相３線式　●２００Ｖ　●４００Ｖ
　　　単相２線式　○１００Ｖ　○２００Ｖ

以下の期間は休工期間となる

　令和　６年１２月１６日 ～ 令和　７年　５月１１日

sc01995
四角形

sc01995
テキストボックス
誤⑥



sc01995
四角形

sc01995
テキストボックス
正⑥



制御方式　　※電気式　　○電子式　　○デジタル式　　○空気式　

日本建築設備定期検査業務基準指導書（日本建築設備安全センター）の排煙風量の検査方法に準ずる。　

保温防露塗装特記仕様書による。

寸法　　　ｍｍ　×　　　ｍｍ

○和風便器下部の耐火カバー取付け　

深さは凍結深度以上とする。　

イ）　５Ｋ形　高置タンク以下の配管及び最高使用圧力５ｋｇｆ／ｃｍ2以下の揚水管　

ロ）１０Ｋ形　水道直結配管及び最高使用圧力５ｋｇｆ／ｃｍ2を越える揚水管　

図内機器表（　／　）による。

イ）ＦＲＰ製タンクまわり配管　　合成ゴム製（円筒形）　

ロ）鋼板製タンクまわり配管　　　ベローズ形（ＳＵＳ製）　

ハ）ＥＸＰ．Ｊ部　　　　　　　　ベローズ形（ＳＵＳ製）　

ニ）建物導入部　　　　　　　　　ベローズ形（ＳＵＳ製）　

※亜鉛鉄板（○高速１ダクト　　○高圧２ダクト）　　○普通鋼板製（板厚１．６ｍｍ以上）　

イ）形　　状　（※パネル形　　○グリル形）　

ロ）開放装置　（※手動　　○手動及び遠隔操作可能なもの）　

○洗浄弁（真空破壊器付）方式　　○ロータンク方式　

○洗浄弁方式　　○小便器水栓方式　　○ハイタンク（○埋込み形　　○露出形）方式　　○個別自動感知（※電池　　○電気設備配線）

水抜栓を使用する場合、水栓は固定こま式とする。　○一般型　　○自動水栓（※電池　　○電気設備配線）　

※立形　　○横形（押ボタン式）　型式：○手洗器一体型　　○手洗器分離型

○陶器製　　○金属製　　寸法　　ｍｍ　×　　ｍｍ

※上水（○直結式　　○直結加圧式　　○高置水槽式　　○圧力水槽式）　　○井水　　○処理水

○不要　　○要（本工事）　

○親メーター（○貸与　　○買取り）　　子メーター（○貸与　　○買取り）　

イ）埋設配管　　○水道用ポリエチレン二層管（５０Ａ以下）　　○水道用ダクタイル鋳鉄管（６５Ａ以上）　

ロ）屋内配管　　○一般配管用ステンレス鋼管　　○水道用硬質塩化ビニルライニング鋼管（ＶＢ）　　

する。

8 フ レ キ シ ブ ル ジ ョ イ ン ト

7 機 器 及 び 付 属 品

6 管 類

弁 類5

4 水 抜 栓

量 水 器3

2 給 水 引 込 み 納 付 金 等

給 水 方 式1

7 化 粧 棚

鏡6

5 水 石 け ん 入

水 栓 類4

3 小 便 器

2 大 便 器

5 断 熱 被 覆

4 排 煙 風 量 測 定

排 煙 口3

2 ダ ク ト

自 動 制 御

18

19

工　事　場　所　

建　物　規　模　

工　事　期　間　

躯体の配管貫通スリーブ入れ　

同上の補強　

壁床貫通の仮枠入れ　

天井取付設備機器用開口　

天井開口の補強　

設備用機械基礎　

設備用天井及び床下点検口　

ルーフドレン　

電気一次側配管配線　

全熱交、ＦＣＵ類リモコン系配線配管　

建築 電気 機械 備 考

屋上から１ｍは建築　

２．施　工　区　分　

※亜鉛鉄板　

○

○ 上部空間

覆蓋内部

○ 上部空間

○ 覆蓋内部

○ 覆蓋内部

上部空間○

○

○ 上 部 空 間

機 器 内 部

○ 覆蓋有

○

○

○

覆蓋有

覆 蓋 無

覆蓋有

設　

○

○ 浴 室

一 般 居 室 ・ 歩 廊 ・ 管 廊

○ ポ ン プ 室

○　

焼　 却　 施　

水　 施　 設　

○ ブ ロ ワ 室

○

○

○

沈 砂 池

濃 縮 槽

○　池 槽

圧送汚泥槽

屋 外

換　気　場　所　

ホ）はぜは、ダクト下部に設けないこと。　

ダ　ク　ト　材　質

排 気 給 気

※硬質塩化ビニル管（ＶＵ）

※亜鉛鉄板　　○ＳＵＳ・Ｂ

※ＳＵＳ・Ｂ

※亜鉛鉄板

※亜鉛鉄板

※塩ビ・Ｂ

※塩ビ・Ａ

※亜鉛鉄板

※亜鉛鉄板

※亜鉛鉄板

※亜鉛鉄板

※亜鉛鉄板

※亜鉛鉄板

※亜鉛鉄板

※亜鉛鉄板

※塩ビ・Ａ

※亜鉛鉄板

※亜鉛鉄板

※亜鉛鉄板

※ＳＵＳ・Ａ　○ＳＵＳ・Ｂ

※亜鉛鉄板

3 硬質塩化ビニル板製ダクト

ガラス繊維強化塩化　

2 ス テ ン レ ス 製 ダ ク ト

4

5

6

7

8

9 風 量 測 定 口

防 雪 フ ー ド

排 気 フ ー ド

チ ャ ン バ ー

機 器 及 び 付 属 品

ビニル板製ダクト

取付位置は風量調節ダンパーの前又は後、及び図示の位置とする。　

コック類（○黄銅製コック　　○プラグ　　○ステンレス製コック）

ステンレス鋼板（補強共ＳＵＳ３０４）　　フード囲い（○要　　○不要）　　点検口（○要　　○不要）

外壁に面するガラリに直接取付けるチャンバー及びホッパーは雨水の滞留のないように施工する。　

ロ）ビニル・Ｂダクト　鋼帯、吊り金物及び支持金物等が全て亜鉛鉄板製ダクトの仕様によるもの。　

イ）ビニル・Ａダクト　鋼帯、吊り金物及び支持金物等が全てステンレス製（ＳＵＳ３０４）のもの。　

　　亜鉛鉄板製ダクトの仕様によるもの。　

ロ）ＳＵＳ・Ｂダクト　上記のうち鋼板（リベットも含む）がステンレス製（ＳＵＳ３０４）とするが、その他フランジ、吊り金具、支持金物等が

イ）ＳＵＳ・Ａダクト　鋼板、フランジ、吊り金物及び支持金物等が全てステンレス製（ＳＵＳ３０４）のもの。　

○
　
　
給
　
油
　
設
　
備

○
　
　
空
　
気
　
調
　
和
　
・
　
冷
　
暖
　
房
　
設
　
備

○
　
　
空
　
気
　
調
　
和
　
・
　
冷
　
暖
　
房
　
設
　
備

○
　
　
排
　
煙
　
設
　
備

○
　
　
衛
　
生
　
器
　
具
　
設
　
備

○
　
　
給
　
水
　
設
　
備

※ＳＳ製

3

7

※硬質塩化ビニル製　 ※硬質塩化ビニル製　

※ステンレス製

ハ）排ガス洗浄装置付形で、洗浄装置と本体は並列配置を標準とする。　

ロ）排ガス洗浄装置付形は、排風機連動の回路（オフデレー用タイマーを含む）を設ける。　

イ）本体と天井の隙間は幕板処理する。　

機器リストによる他、下記の事項による。　

機器リストによるが、洗浄能力はアルカリ洗浄時塩化水素ガス入口濃度１００ｐｐｍで９０％以上除去とする。　

保温防露塗装特記仕様書による。　

○チャンバーの消音内貼り　　要（範囲は図示による。）　

図内機器表（　／　）による。

図内機器表（　／　）による。

地 震 感 知 器

空気調和設備の当該事項による。　

概略間口寸法ｍｍ

処理風量　ｍ3／分

本 体 主 材 質

作 業 面 の 材 質

○標準形　

○エアカーテン形　

（内外吹分け式）　

○排ガス洗浄装置付エアカーテン形　

（内外吹分け式）ＰＨ計共　

1,200 1,500 1,800 1,700 ２０００～２１００ 2,500

※スチール製　

※一板製陶磁器板　　　○タイル張り　

○　１２ ○　１５ ○　１９ ○　１２ ○　１５ ○　１９

ダクト内部の結露等によるドレン発生が予測される場合の対策。　　　　　設置位置は図示の位置とする。

※アルミニウム製　　○鋼板製

※ステンレス製　　○アルミニウム製　

ろ材自動巻取装置（※タイマー・差圧切替式　　○差圧式　　○タイマー式）　

イ）自動巻取形エアーフィルター用（※１００％　　○不要）　

ロ）パネル形エアーフィルター用・枠共（※１００％　　○不要）　

Ⅰ　工　事　概　要　

１．工　事　場　所　

Ⅱ　工　事　仕　様　

１．共　通　仕　様　

２．特　記　事　項　

　札幌市下水処理施設機械設備工事共通仕様書、図面及び本仕様書に記載されていない事項はすべて国土交通省大臣官房官庁営繕部公共建築工事標準

仕様書（機械設備工事編）、公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）、公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）、公共建築工事標準仕様

書（建築工事編）、公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（それぞれ最新年度版）によるほか、札幌市建設工事請負契約約款により工事を履行

１．章は●印の付いたもの、項目は番号に○印の付いたものを適用する。　

２．特記事項は●印の付いたものを適用する。　

　　●印がない場合は※印のあるものを適用する。

章 特　　　　記　　　　事　　　　項項　　　　　　目

1 方 式

2 熱 源

機 器 及 び 付 属 品

機 器 付 属 の 制 御 盤

膨 張 タ ン ク

ば い 煙 濃 度 計6

5

4

8 煙 道

9 放 熱 器

10 自動巻取形エアフィルター

11 予 備 ろ 材

12 ダ ク ト

13

14

15

16

17

18 弁 類

管 種

防 煙 ダ ン パ ー

吹 出 口 ・ 吸 込 口

風 量 測 定 口

チ ャ ン バ ー

瞬 間 流 量 計

フ レ キ シ ブ ル ジ ョ イ ン ト

防 振 継 手

圧 力 計 及 び 温 度 計

消 音 内 貼 り

保 温 ・ 防 露 ・ 塗 装

自 動 制 御

種 類

オ イ ル タ ン ク

機 器 及 び 付 属 品

遠 隔 油 量 指 示 計

積 算 油 量 計

6

5

4

3

2

1

25

24

23

22

21

20

19

8 塗 装

1

7 弁 類

管 類

制 気 口 ・ ダ ン パ ー

防 煙 ダ ン パ ー

自動巻取形エアーフィルター

予 備 ろ 材

ド ラ フ ト チ ャ ン バ ー14

13

12

11

10

機 器 及 び 付 属 品1

1 機 器 及 び 付 属 品

保 温 ・ 防 露 ・ 塗 装

消 音 内 貼 り

ド レ ン 管16

17

排 ガ ス 洗 浄 装 置15

○空気調和（○ダクト方式　　○ファンコイルダクト併用方式　　○個別方式）　

○温風暖房（○ＦＦストーブ　　○ハンドリングユニット）　

○直接暖房（○温水暖房　　○電気暖房　　○床暖房）　

○Ａ重油　　○灯油　　○都市ガス

図内機器表（　／　）による。

※パッケージ形空気調和機（ウインド形及びセパレート形クーラーを含む）で圧縮機の電動機出力３．７Ｋｗ未満のものは、製造者標準品でもよい。

○開放形　　○密閉形隔膜式　

※要　　○不要

電源はバーナー２次側より取り出し電気配管配線は本工事

※要　　○不要　

電源はバーナー２次側より取り出し電気配管配線は本工事

イ）鋼板製板厚

ロ）ばいじん量測定口（φ８０）の取り付け箇所は煙道の直線部とする。　

　　３．２ｍｍ以上

○コンベクター　　○ファンコンベクター　　○コンベクター類の弁（※内蔵　　○露出）　

○パネルヒーター（サーモバルブを　○取付ける　　○取付けない）　

ろ材自動更新機構（※タイマー・差圧切替式　　○差圧式　　○タイマー式）　

空気清浄装置（※１００％　　○不要）　ファンコイルユニット（※５０％　　○不要）　パネル形は枠共とする。　

イ）亜鉛鉄板製ダクト　

ロ）コーナーボルト工法ダクトは、長辺の長さ１，５００ｍｍ以下のダクトに適用する。　

　　○高圧１ダクト　　○高圧２ダクト　

イ）空気調和機に取り付けるサプライチャンバー、レタンチャンバーには点検口（４５０ｍｍ以上×４５０ｍｍ以上）を設ける。　

ロ）シーリングディフューザーには、下記の接続チャンバーを設ける。　

　（１）ネック径がφ２００以下　４００ｍｍ×４００ｍｍ×２５０ｍｍＨ　

　（２）ネック径がφ２００を越えるもの　５００ｍｍ×５００ｍｍ×３００ｍｍＨ　

ハ）外壁に面するガラリに直接取付けるチャンバー及びホッパーは雨水の滞留のないように施工する。　

取付位置は風量調節ダンパーの前又は後、及び図示の位置とする。　

※アルミニウム製　　○鋼板製

イ）自動閉鎖装置はソレノイド（瞬間通電式）又は電動式で、遠隔復帰装置は電動式とし、定格入力ＤＣ２４Ｖ、０．７Ａ以下とする。

ロ）煙感知器及び連動制御器の本体と煙感知器、連動制御器及び防煙ダンパー間の電気配管配線は別図建築電気設備工事による。

ロ）蒸気管　　　　　　　※配管用炭素鋼鋼管（黒）　　　○　

ハ）冷媒管　　　　　　　※断熱材被覆銅管　　　　　　　○　

ニ）復水管　　　　　　　※配管用炭素鋼鋼管（黒）　　　○　

ホ）エアコンドレン管　　※硬質塩化ビニル管（ＶＰ）　　○　

ライニング弁とする。　

※５Ｋ形　　○１０Ｋ形　

冷温水ヘッダーの各送り管に取付ける。　

取付箇所は次による。　

冷却塔の冷却水出入口及び補給水管　合成ゴム製（円筒形）　

屋内オイルタンク及びオイルサービスタンクの給油管、返油管、送油管　ベローズ形（ＳＵＳ製）　

取付箇所は次による。　

冷凍機の冷却水管及び冷水管の出入口〔※合成ゴム製（球形）　　○ベローズ形（ＳＵＳ製）〕　

パッケージ形空調機の冷却水管出入口〔※合成ゴム製（球形）　　○ベローズ形（ＳＵＳ製）〕　

空調用ポンプの吐出口及び吸込口　　〔※合成ゴム製（球形）　　○ベローズ形（ＳＵＳ製）〕　

イ）次の機器の「出入口」に圧力計及び温度計〔円形指示計（バイメタル式φ１００）〕を取付ける。　

　　冷凍機の冷水及び冷却水管、パッケージ形空調機の冷却水及び温水管、直焚吸収式冷温水機の冷却水管　

　　ユニット形空調機の冷温水管及び三方弁装置の冷温水管（返りのみ）、熱交換器の温水管　

ロ）次の管及びダクトに温度計（Ｌ形　４５°形又は棒状形）を取付ける。　

　　冷温水ヘッダー（往）及び冷温水ヘッダーの各返り管、ボイラーへの温水返り管、　

　　ユニット形及びパッケージ形空調機の出入口ダクト（サプライ及びレタンチャンバー）、外気取入れダクト、還りダクト　

○チャンバーの消音内貼り　　要（範囲は図示による。）　

保温防露塗装特記仕様書による。　

制御方式　　※電気式　　○電子式　　○デジタル式　　○空気式　

○Ａ重油　　○灯油　

○屋内タンク　　○屋外タンク　　○地下埋設タンク　

図内機器表（　／　）による。　

指示計は２組（屋内及び屋外）とし屋内指示計は満減警報及び出力接点付とする。　

※要　○不要　

イ）重油配管　　　※配管用炭素鋼鋼管（黒）　　○　

ロ）灯油配管　　　○ビニル被覆銅管　　　　　　○配管用炭素鋼鋼管（黒）　

○青銅製　　○鋳鉄製　　○鋳鋼製　　○ダクタイル製　

屋内オイルタンク及びオイルサービスタンクに設ける第一仕切弁の材質は（※鋳鋼製　　○　　　）とする。　

保温防露塗装特記仕様書による。　

イ）亜鉛鉄板製ダクト　

ニ）ダクト材質　

ハ）ステンレス製は、アングル工法とする。　

ロ）コーナーボルト工法ダクトは、長辺の長さ１，５００ｍｍ以下のダクトに適用する。　

　　○高圧１ダクト　　○高圧２ダクト　

制 気 口 ダ ン パ ーダ ク ト 材 質

亜 鉛 鉄 板 製

ス テ ン レ ス 製

ビ ニ ル 製

　　チャッキダンパーはバランスウェイト付きとする。　

材質は次による。

建　築　機　械　特　記　仕　様　書　（１）　

　　○低圧ダクト（○アングル工法　　○コーナーボルト工法〔共板〕）　

鋼帯、吊り金物及び支持金物等が全てステンレス製（ＳＵＳ３０４）のもの。　

※ＳＵＳ・Ａ　○ｶﾞﾗｽ繊維強化塩ﾋﾞ

※塩ビ・Ｂ　○ｶﾞﾗｽ繊維強化塩ﾋﾞ

※塩ビ・Ｂ　○ｶﾞﾗｽ繊維強化塩ﾋﾞ

※ＳＵＳ・Ａ　○ｶﾞﾗｽ繊維強化塩ﾋﾞ

ダ ク ト 一 般 事 項

イ）冷温水管　　　　　　※配管用炭素鋼鋼管（白）　　　○　

呼び径５０以下は（※青銅製　　○鋳鋼製）、６５以上は鋳鉄製とする。但し、塩ビライニング鋼管及びポリ粉体鋼管の配管に取付ける鋳鉄製の弁は、

札幌市下水道河川局事業推進部

建築機械特記仕様書（１）令和５年度

工事名

図面名 建築機械特記仕様書（１）

札幌市東区伏古８条１丁目２番３５号

汚泥前処理棟　：　鉄筋コンクリート造　地上２階、地下１階　延床面積　４６６．９８m2

○

○

○

○

●
　
　
換
　
気
　
設
　
備

　　●低圧ダクト（●アングル工法　　●コーナーボルト工法〔共板〕）　

●

● 脱　 ●ＳＵＳ・Ａ　●ＳＵＳ・Ｂ

※本工事　　○建築工事　　　〔ＳＵＳ３０４板厚（※１．０ｍｍ　　○１．２ｍｍ　　○　　　　）、防虫網付〕　

図内機器表による。

●
　
　
換
　
気
　
設
　
備

ＡＭ

１

防災・安全交付金事業

伏古川水再生プラザ汚泥前処理棟新設ほか工事

○

契約書に示す着手の日から令和　９年　１月２９日まで

令和　６年　３月

sc01995
テキストボックス
誤⑦

sc01995
四角形



制御方式　　※電気式　　○電子式　　○デジタル式　　○空気式　

日本建築設備定期検査業務基準指導書（日本建築設備安全センター）の排煙風量の検査方法に準ずる。　

保温防露塗装特記仕様書による。

寸法　　　ｍｍ　×　　　ｍｍ

○和風便器下部の耐火カバー取付け　

深さは凍結深度以上とする。　

イ）　５Ｋ形　高置タンク以下の配管及び最高使用圧力５ｋｇｆ／ｃｍ2以下の揚水管　

ロ）１０Ｋ形　水道直結配管及び最高使用圧力５ｋｇｆ／ｃｍ2を越える揚水管　

図内機器表（　／　）による。

イ）ＦＲＰ製タンクまわり配管　　合成ゴム製（円筒形）　

ロ）鋼板製タンクまわり配管　　　ベローズ形（ＳＵＳ製）　

ハ）ＥＸＰ．Ｊ部　　　　　　　　ベローズ形（ＳＵＳ製）　

ニ）建物導入部　　　　　　　　　ベローズ形（ＳＵＳ製）　

※亜鉛鉄板（○高速１ダクト　　○高圧２ダクト）　　○普通鋼板製（板厚１．６ｍｍ以上）　

イ）形　　状　（※パネル形　　○グリル形）　

ロ）開放装置　（※手動　　○手動及び遠隔操作可能なもの）　

○洗浄弁（真空破壊器付）方式　　○ロータンク方式　

○洗浄弁方式　　○小便器水栓方式　　○ハイタンク（○埋込み形　　○露出形）方式　　○個別自動感知（※電池　　○電気設備配線）

水抜栓を使用する場合、水栓は固定こま式とする。　○一般型　　○自動水栓（※電池　　○電気設備配線）　

※立形　　○横形（押ボタン式）　型式：○手洗器一体型　　○手洗器分離型

○陶器製　　○金属製　　寸法　　ｍｍ　×　　ｍｍ

※上水（○直結式　　○直結加圧式　　○高置水槽式　　○圧力水槽式）　　○井水　　○処理水

○不要　　○要（本工事）　

○親メーター（○貸与　　○買取り）　　子メーター（○貸与　　○買取り）　

イ）埋設配管　　○水道用ポリエチレン二層管（５０Ａ以下）　　○水道用ダクタイル鋳鉄管（６５Ａ以上）　

ロ）屋内配管　　○一般配管用ステンレス鋼管　　○水道用硬質塩化ビニルライニング鋼管（ＶＢ）　　

する。

8 フ レ キ シ ブ ル ジ ョ イ ン ト

7 機 器 及 び 付 属 品

6 管 類

弁 類5

4 水 抜 栓

量 水 器3

2 給 水 引 込 み 納 付 金 等

給 水 方 式1

7 化 粧 棚

鏡6

5 水 石 け ん 入

水 栓 類4

3 小 便 器

2 大 便 器

5 断 熱 被 覆

4 排 煙 風 量 測 定

排 煙 口3

2 ダ ク ト

自 動 制 御

18

19

工　事　場　所　

建　物　規　模　

工　事　期　間　

躯体の配管貫通スリーブ入れ　

同上の補強　

壁床貫通の仮枠入れ　

天井取付設備機器用開口　

天井開口の補強　

設備用機械基礎　

設備用天井及び床下点検口　

ルーフドレン　

電気一次側配管配線　

全熱交、ＦＣＵ類リモコン系配線配管　

建築 電気 機械 備 考

屋上から１ｍは建築　

２．施　工　区　分　

※亜鉛鉄板　

○

○ 上部空間

覆蓋内部

○ 上部空間

○ 覆蓋内部

○ 覆蓋内部

上部空間○

○

○ 上 部 空 間

機 器 内 部

○ 覆蓋有

○

○

○

覆蓋有

覆 蓋 無

覆蓋有

設　

○

○ 浴 室

一 般 居 室 ・ 歩 廊 ・ 管 廊

○ ポ ン プ 室

○　

焼　 却　 施　

水　 施　 設　

○ ブ ロ ワ 室

○

○

○

沈 砂 池

濃 縮 槽

○　池 槽

圧送汚泥槽

屋 外

換　気　場　所　

ホ）はぜは、ダクト下部に設けないこと。　

ダ　ク　ト　材　質

排 気 給 気

※硬質塩化ビニル管（ＶＵ）

※亜鉛鉄板　　○ＳＵＳ・Ｂ

※ＳＵＳ・Ｂ

※亜鉛鉄板

※亜鉛鉄板

※塩ビ・Ｂ

※塩ビ・Ａ

※亜鉛鉄板

※亜鉛鉄板

※亜鉛鉄板

※亜鉛鉄板

※亜鉛鉄板

※亜鉛鉄板

※亜鉛鉄板

※亜鉛鉄板

※塩ビ・Ａ

※亜鉛鉄板

※亜鉛鉄板

※亜鉛鉄板

※ＳＵＳ・Ａ　○ＳＵＳ・Ｂ

※亜鉛鉄板

3 硬質塩化ビニル板製ダクト

ガラス繊維強化塩化　

2 ス テ ン レ ス 製 ダ ク ト

4

5

6

7

8

9 風 量 測 定 口

防 雪 フ ー ド

排 気 フ ー ド

チ ャ ン バ ー

機 器 及 び 付 属 品

ビニル板製ダクト

取付位置は風量調節ダンパーの前又は後、及び図示の位置とする。　

コック類（○黄銅製コック　　○プラグ　　○ステンレス製コック）

ステンレス鋼板（補強共ＳＵＳ３０４）　　フード囲い（○要　　○不要）　　点検口（○要　　○不要）

外壁に面するガラリに直接取付けるチャンバー及びホッパーは雨水の滞留のないように施工する。　

ロ）ビニル・Ｂダクト　鋼帯、吊り金物及び支持金物等が全て亜鉛鉄板製ダクトの仕様によるもの。　

イ）ビニル・Ａダクト　鋼帯、吊り金物及び支持金物等が全てステンレス製（ＳＵＳ３０４）のもの。　

　　亜鉛鉄板製ダクトの仕様によるもの。　

ロ）ＳＵＳ・Ｂダクト　上記のうち鋼板（リベットも含む）がステンレス製（ＳＵＳ３０４）とするが、その他フランジ、吊り金具、支持金物等が

イ）ＳＵＳ・Ａダクト　鋼板、フランジ、吊り金物及び支持金物等が全てステンレス製（ＳＵＳ３０４）のもの。　

○
　
　
給
　
油
　
設
　
備

○
　
　
空
　
気
　
調
　
和
　
・
　
冷
　
暖
　
房
　
設
　
備

○
　
　
空
　
気
　
調
　
和
　
・
　
冷
　
暖
　
房
　
設
　
備

○
　
　
排
　
煙
　
設
　
備

○
　
　
衛
　
生
　
器
　
具
　
設
　
備

○
　
　
給
　
水
　
設
　
備

※ＳＳ製

3

7

※硬質塩化ビニル製　 ※硬質塩化ビニル製　

※ステンレス製

ハ）排ガス洗浄装置付形で、洗浄装置と本体は並列配置を標準とする。　

ロ）排ガス洗浄装置付形は、排風機連動の回路（オフデレー用タイマーを含む）を設ける。　

イ）本体と天井の隙間は幕板処理する。　

機器リストによる他、下記の事項による。　

機器リストによるが、洗浄能力はアルカリ洗浄時塩化水素ガス入口濃度１００ｐｐｍで９０％以上除去とする。　

保温防露塗装特記仕様書による。　

○チャンバーの消音内貼り　　要（範囲は図示による。）　

図内機器表（　／　）による。

図内機器表（　／　）による。

地 震 感 知 器

空気調和設備の当該事項による。　

概略間口寸法ｍｍ

処理風量　ｍ3／分

本 体 主 材 質

作 業 面 の 材 質

○標準形　

○エアカーテン形　

（内外吹分け式）　

○排ガス洗浄装置付エアカーテン形　

（内外吹分け式）ＰＨ計共　

1,200 1,500 1,800 1,700 ２０００～２１００ 2,500

※スチール製　

※一板製陶磁器板　　　○タイル張り　

○　１２ ○　１５ ○　１９ ○　１２ ○　１５ ○　１９

ダクト内部の結露等によるドレン発生が予測される場合の対策。　　　　　設置位置は図示の位置とする。

※アルミニウム製　　○鋼板製

※ステンレス製　　○アルミニウム製　

ろ材自動巻取装置（※タイマー・差圧切替式　　○差圧式　　○タイマー式）　

イ）自動巻取形エアーフィルター用（※１００％　　○不要）　

ロ）パネル形エアーフィルター用・枠共（※１００％　　○不要）　

Ⅰ　工　事　概　要　

１．工　事　場　所　

Ⅱ　工　事　仕　様　

１．共　通　仕　様　

２．特　記　事　項　

　札幌市下水処理施設機械設備工事共通仕様書、図面及び本仕様書に記載されていない事項はすべて国土交通省大臣官房官庁営繕部公共建築工事標準

仕様書（機械設備工事編）、公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）、公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）、公共建築工事標準仕様

書（建築工事編）、公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（それぞれ最新年度版）によるほか、札幌市建設工事請負契約約款により工事を履行

１．章は●印の付いたもの、項目は番号に○印の付いたものを適用する。　

２．特記事項は●印の付いたものを適用する。　

　　●印がない場合は※印のあるものを適用する。

章 特　　　　記　　　　事　　　　項項　　　　　　目

1 方 式

2 熱 源

機 器 及 び 付 属 品

機 器 付 属 の 制 御 盤

膨 張 タ ン ク

ば い 煙 濃 度 計6

5

4

8 煙 道

9 放 熱 器

10 自動巻取形エアフィルター

11 予 備 ろ 材

12 ダ ク ト

13

14

15

16

17

18 弁 類

管 種

防 煙 ダ ン パ ー

吹 出 口 ・ 吸 込 口

風 量 測 定 口

チ ャ ン バ ー

瞬 間 流 量 計

フ レ キ シ ブ ル ジ ョ イ ン ト

防 振 継 手

圧 力 計 及 び 温 度 計

消 音 内 貼 り

保 温 ・ 防 露 ・ 塗 装

自 動 制 御

種 類

オ イ ル タ ン ク

機 器 及 び 付 属 品

遠 隔 油 量 指 示 計

積 算 油 量 計

6

5

4

3

2

1

25

24

23

22

21

20

19

8 塗 装

1

7 弁 類

管 類

制 気 口 ・ ダ ン パ ー

防 煙 ダ ン パ ー

自動巻取形エアーフィルター

予 備 ろ 材

ド ラ フ ト チ ャ ン バ ー14

13

12

11

10

機 器 及 び 付 属 品1

1 機 器 及 び 付 属 品

保 温 ・ 防 露 ・ 塗 装

消 音 内 貼 り

ド レ ン 管16

17

排 ガ ス 洗 浄 装 置15

○空気調和（○ダクト方式　　○ファンコイルダクト併用方式　　○個別方式）　

○温風暖房（○ＦＦストーブ　　○ハンドリングユニット）　

○直接暖房（○温水暖房　　○電気暖房　　○床暖房）　

○Ａ重油　　○灯油　　○都市ガス

図内機器表（　／　）による。

※パッケージ形空気調和機（ウインド形及びセパレート形クーラーを含む）で圧縮機の電動機出力３．７Ｋｗ未満のものは、製造者標準品でもよい。

○開放形　　○密閉形隔膜式　

※要　　○不要

電源はバーナー２次側より取り出し電気配管配線は本工事

※要　　○不要　

電源はバーナー２次側より取り出し電気配管配線は本工事

イ）鋼板製板厚

ロ）ばいじん量測定口（φ８０）の取り付け箇所は煙道の直線部とする。　

　　３．２ｍｍ以上

○コンベクター　　○ファンコンベクター　　○コンベクター類の弁（※内蔵　　○露出）　

○パネルヒーター（サーモバルブを　○取付ける　　○取付けない）　

ろ材自動更新機構（※タイマー・差圧切替式　　○差圧式　　○タイマー式）　

空気清浄装置（※１００％　　○不要）　ファンコイルユニット（※５０％　　○不要）　パネル形は枠共とする。　

イ）亜鉛鉄板製ダクト　

ロ）コーナーボルト工法ダクトは、長辺の長さ１，５００ｍｍ以下のダクトに適用する。　

　　○高圧１ダクト　　○高圧２ダクト　

イ）空気調和機に取り付けるサプライチャンバー、レタンチャンバーには点検口（４５０ｍｍ以上×４５０ｍｍ以上）を設ける。　

ロ）シーリングディフューザーには、下記の接続チャンバーを設ける。　

　（１）ネック径がφ２００以下　４００ｍｍ×４００ｍｍ×２５０ｍｍＨ　

　（２）ネック径がφ２００を越えるもの　５００ｍｍ×５００ｍｍ×３００ｍｍＨ　

ハ）外壁に面するガラリに直接取付けるチャンバー及びホッパーは雨水の滞留のないように施工する。　

取付位置は風量調節ダンパーの前又は後、及び図示の位置とする。　

※アルミニウム製　　○鋼板製

イ）自動閉鎖装置はソレノイド（瞬間通電式）又は電動式で、遠隔復帰装置は電動式とし、定格入力ＤＣ２４Ｖ、０．７Ａ以下とする。

ロ）煙感知器及び連動制御器の本体と煙感知器、連動制御器及び防煙ダンパー間の電気配管配線は別図建築電気設備工事による。

ロ）蒸気管　　　　　　　※配管用炭素鋼鋼管（黒）　　　○　

ハ）冷媒管　　　　　　　※断熱材被覆銅管　　　　　　　○　

ニ）復水管　　　　　　　※配管用炭素鋼鋼管（黒）　　　○　

ホ）エアコンドレン管　　※硬質塩化ビニル管（ＶＰ）　　○　

ライニング弁とする。　

※５Ｋ形　　○１０Ｋ形　

冷温水ヘッダーの各送り管に取付ける。　

取付箇所は次による。　

冷却塔の冷却水出入口及び補給水管　合成ゴム製（円筒形）　

屋内オイルタンク及びオイルサービスタンクの給油管、返油管、送油管　ベローズ形（ＳＵＳ製）　

取付箇所は次による。　

冷凍機の冷却水管及び冷水管の出入口〔※合成ゴム製（球形）　　○ベローズ形（ＳＵＳ製）〕　

パッケージ形空調機の冷却水管出入口〔※合成ゴム製（球形）　　○ベローズ形（ＳＵＳ製）〕　

空調用ポンプの吐出口及び吸込口　　〔※合成ゴム製（球形）　　○ベローズ形（ＳＵＳ製）〕　

イ）次の機器の「出入口」に圧力計及び温度計〔円形指示計（バイメタル式φ１００）〕を取付ける。　

　　冷凍機の冷水及び冷却水管、パッケージ形空調機の冷却水及び温水管、直焚吸収式冷温水機の冷却水管　

　　ユニット形空調機の冷温水管及び三方弁装置の冷温水管（返りのみ）、熱交換器の温水管　

ロ）次の管及びダクトに温度計（Ｌ形　４５°形又は棒状形）を取付ける。　

　　冷温水ヘッダー（往）及び冷温水ヘッダーの各返り管、ボイラーへの温水返り管、　

　　ユニット形及びパッケージ形空調機の出入口ダクト（サプライ及びレタンチャンバー）、外気取入れダクト、還りダクト　

○チャンバーの消音内貼り　　要（範囲は図示による。）　

保温防露塗装特記仕様書による。　

制御方式　　※電気式　　○電子式　　○デジタル式　　○空気式　

○Ａ重油　　○灯油　

○屋内タンク　　○屋外タンク　　○地下埋設タンク　

図内機器表（　／　）による。　

指示計は２組（屋内及び屋外）とし屋内指示計は満減警報及び出力接点付とする。　

※要　○不要　

イ）重油配管　　　※配管用炭素鋼鋼管（黒）　　○　

ロ）灯油配管　　　○ビニル被覆銅管　　　　　　○配管用炭素鋼鋼管（黒）　

○青銅製　　○鋳鉄製　　○鋳鋼製　　○ダクタイル製　

屋内オイルタンク及びオイルサービスタンクに設ける第一仕切弁の材質は（※鋳鋼製　　○　　　）とする。　

保温防露塗装特記仕様書による。　

イ）亜鉛鉄板製ダクト　

ニ）ダクト材質　

ハ）ステンレス製は、アングル工法とする。　

ロ）コーナーボルト工法ダクトは、長辺の長さ１，５００ｍｍ以下のダクトに適用する。　

　　○高圧１ダクト　　○高圧２ダクト　

制 気 口 ダ ン パ ーダ ク ト 材 質

亜 鉛 鉄 板 製

ス テ ン レ ス 製

ビ ニ ル 製

　　チャッキダンパーはバランスウェイト付きとする。　

材質は次による。

建　築　機　械　特　記　仕　様　書　（１）　

　　○低圧ダクト（○アングル工法　　○コーナーボルト工法〔共板〕）　

鋼帯、吊り金物及び支持金物等が全てステンレス製（ＳＵＳ３０４）のもの。　

※ＳＵＳ・Ａ　○ｶﾞﾗｽ繊維強化塩ﾋﾞ

※塩ビ・Ｂ　○ｶﾞﾗｽ繊維強化塩ﾋﾞ

※塩ビ・Ｂ　○ｶﾞﾗｽ繊維強化塩ﾋﾞ

※ＳＵＳ・Ａ　○ｶﾞﾗｽ繊維強化塩ﾋﾞ

ダ ク ト 一 般 事 項

イ）冷温水管　　　　　　※配管用炭素鋼鋼管（白）　　　○　

呼び径５０以下は（※青銅製　　○鋳鋼製）、６５以上は鋳鉄製とする。但し、塩ビライニング鋼管及びポリ粉体鋼管の配管に取付ける鋳鉄製の弁は、

札幌市下水道河川局事業推進部

建築機械特記仕様書（１）令和５年度

工事名

図面名 建築機械特記仕様書（１）

札幌市東区伏古８条１丁目２番３５号

汚泥前処理棟　：　鉄筋コンクリート造　地上２階、地下１階　延床面積　４６６．９８m2

○

○

○

○

●
　
　
換
　
気
　
設
　
備

　　●低圧ダクト（●アングル工法　　●コーナーボルト工法〔共板〕）　

●

● 脱　 ●ＳＵＳ・Ａ　●ＳＵＳ・Ｂ

※本工事　　○建築工事　　　〔ＳＵＳ３０４板厚（※１．０ｍｍ　　○１．２ｍｍ　　○　　　　）、防虫網付〕　

図内機器表による。

●
　
　
換
　
気
　
設
　
備

ＡＭ

１

防災・安全交付金事業

伏古川水再生プラザ汚泥前処理棟新設ほか工事

○

令和　６年　３月

契約書に示す着手の日から令和　９年　２月　５日まで

sc01995
四角形

sc01995
テキストボックス
正⑦
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